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２ 出資団体との契約等 

 出資団体に対する補助金  (１)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の補助金の交付を受けている。 

県担当課 事  業  名 事業の概要 補助金 

産地振興課 
いばらきの園芸活性化体

制整備事業 

県内園芸に係る生産組織体制の

再編強化及び生産振興運動の推

進並びに本県青果物のイメージ

アップ等を推進する事業 

19,632千円 

産地振興課 
園芸種苗施設管理運営事

業 

県育成品種の種苗を生産・供給す

る事業 
15,652千円 

産地振興課 
農業用プラスチック適正

処理対策事業 

農業用使用済みプラスチックの

適正処理に関する啓発・推進及び

円滑な回収・処理再生を行う事業 

24,142千円 

産地振興課 野菜価格安定対策事業 

野菜供給と価格の安定のため,計

画的な生産・出荷の推進と価格の

著しい低落による再生産の阻害

を防ぐことを目的に,一定の水準

以下に価格が低落した場合に補

給金を交付する事業 

155,937千円 

計  215,365千円 

公益認定により平成23年度の会計期間が平成23年５月30日から平成24年３月31日までであ

るため,平成23年度決算書の受取補助金の金額と県が補助する補助金の金額とは不一致となる。 
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 出資団体に対する委託料  (２)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の委託料を受け取っている。 

県担当課 事  業  名 事業の概要 委託料 

産地振興課 
果樹産地総合推進対策事

業 

果樹の種類及び地域の特性に応

じた効率的な生産体制の強化を

行い,果樹産地の育成を図る事業 

420千円 

産地振興課 ＧＡＰ指導員設置事業 

ＧＡＰ導入の推進,いばらき農産

物ネットカタログへの登録推

進・支援等を行う事業 

6,146千円 

産地振興課 園芸産地力向上支援事業 
県内産地と全国の食品事業者と

のマッチングを進める事業 
4,993千円 

産地振興課 
園芸種苗センター管理事

業 
園芸種苗施設を管理する事業 2,056千円 

計  13,616千円 

公益認定により平成23年度の会計期間が平成23年５月30日から平成24年３月31日までであ

るため,平成23年度決算書の受取受託金の金額と県が委託する委託料の金額とは不一致となる。 

 

 出資団体が指定管理者に選定されている公の施設 (３)

 出資団体は平成23年度において,県の公の施設の指定管理者に選定されていない。 

 

 出資団体に対する貸付金（平成24年３月31日現在） (４)

 出資団体は平成23年度において,県から貸付けを受けていない。 

 

 出資団体に対する債務保証又は損失補償（平成24年３月31日現在） (５)

 出資団体は平成23年度において,県から債務保証及び損失補償を受けていない。 
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３ 指摘又は意見 

 委託契約の競争性の確保 (１)

【意見】 

下記の委託業務について平成 20年度契約においては一般競争入札により契約事務を行ってい

るが１者応札となっている。また,仕様書等の書類を取りに来た業者も１社しかいなかった。複数

の入札先を確保する努力をして,契約に競争性を持たせるべきである。 

委託先 I株式会社 

委託業務 農業用使用済みプラスチック中間処理作業 

契約期間 平成20年４月1日～平成25年３月31日 

委託料 年間48,182千円 

 

 

４ 過年度の包括外部監査報告書及びそれに対する措置 

 出資団体が過年度において包括外部監査の対象となった年度及びそのテーマは次のとおりであ

る。 

年度 テーマ 

平成14年度 農林水産部の補助金について 

過年度の包括外部監査の指摘に対して,現在までに措置されていない事項はない。 
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IX 株式会社 茨城県中央食肉公社 

１ 出資団体の事業 

 出資団体の概要（平成24年４月１日現在） (１)

① 所在地 茨城県東茨城郡茨城町大字下土師字高山１９７５番地 

② 設立根拠 

昭和５１年に「調査委員会」が発足し,施設の機能規模,用地取得及び事業主

体について協議検討した結果,農振法第９条に基づく広域営農団地関連施設計

画の「総合食肉流通施設整備促進事業」に対応した基幹的な総合食肉流通施設

の設置運営を図ることを根拠として設立された。 

③ 設立目的 

昭和４０年代後半,本県の畜産業は急速に進展し,肉牛や肉豚の生産が増大

するなか,県北鹿行地域における食肉処理施設（当時７ヶ所）は小規模で老朽

化が激しく公害防止施設の不備や経営上の問題を抱えていたため食肉流通面

から抜本的な対策が求められていた。そこで,食肉の流通合理化及び食肉取引

の近代化を図ることを目的として 7ヶ所の施設を廃止し,昭和５４年２月に

国,県,関係市町村,農業団体,食肉業界の出資による第三セクターの会社とし

て設立された。 

④ 事業内容 

 １） 肉畜のと畜解体 

 ２） 食肉市場の開設および食肉の卸売業務 

 ３） 食肉および副産物等の処理加工販売 

 ４） 食肉および副産物等の冷凍冷蔵保管 

⑤ 所管部課 農林水産部畜産課 

⑥ 出資状況 

 

株     主     名 持 株 数（株） 出資比率（％） 

茨城県    ５３,８３２     ２８．３ 

独立行政法人農畜産業振興機構    ３４,０００      １７．９ 

全国農業協同組合連合会    ２８,２６８      １４．９ 

茨城県北鹿行食肉協同組合    １７,０１７       ９．０ 

茨城県信用農業協同組合連合会     ５,６７２       ３．０ 

市   町   村  （２1）    ３７,９８６      ２０．０ 

農        協  （２６）     ４,０４４       ２．１ 
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⑦
設立年月日 

沿革 

昭和５４年 ２月 ７日 設立 

昭和５６年 ８月１７日 と畜場の開設 

昭和５６年１１月１７日 本操業開始 

昭和５７年 ２月１０日 地方卸売市場開設,卸売業務の許可を受ける 

昭和５８年 ３月１８日 畜産物の価格安定に関する法律附則第１０条に基

づく市場の指定を受ける 

昭和５９年 ４月 ７日 関連会社㈱茨城中央ミートを設立（現㈲茨城中央ミ

ート） 

平成 ６年１１月１０日 東京食肉市場株式会社より指定と場として搬出開

始 

平成７年 ～ 平成１０年 増資実施 現在に至る 資本金1,900,550千円 

⑧ 組織機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常勤監査役

社長 副社長 専務

総務部
総務企画課

環境施設課

事業改革室

市場部

営業課

市場課

加工販売課

業務部

業務第一課

業務第二課
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 出資団体の写真等 (２)
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 出資団体の決算数値及び県財政関与状況の推移 (３)

 

 

 

（単位：千円）

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

（うち役員人件費）

（うち職員人件費）

営業損益金額

営業外収益

営業外費用

経常損益金額

特別利益

特別損失

法人税等

当期純損益金額

繰越利益剰余金

資産

流動資産

固定資産

繰延資産

負債

流動負債

（うち短期借入金）

固定負債

（うち長期借入金）

純資産

出資額

利益剰余金

補助金

委託料

その他

計

再委託費

損失補償・債務保証契約に係る債務残高

借入金残高

計

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度

11,394 10,644 9,818

235,033 239,168 234,059

37,030

126,555 92,833 91,533

貸
借
対
照
表

2,809,502 2,815,967 2,699,575

1,596,304 1,375,439 1,389,101

損
益
の
状
況

4,077,750 4,053,149 4,368,261

0

64,403 49,407 26,850

54,602 42,966 58,337

0 0

1,457,149 1,414,207 1,270,964

△ 548,197 △ 498,789 △ 471,939

696,911 691,805 616,272

1,213,198 1,440,527 1,310,474

0

0 0 0

760,238 722,402 654,692

560,000 460,000 460,000

△ 548,197 △ 498,789 △ 471,939

1,352,352 1,401,760 1,428,610

1,900,550 1,900,550 1,900,550

県
財
政
関
与
状
況

1,760 1,400 1,400

520 520 0

0 0 0

560,000 460,000 460,000

0 0 0

560,000 460,000 460,000

2,280 1,920 1,400

0 0

3,749,386 3,752,880 4,069,880

328,363 300,268 298,380

8,220 877 8,465

93,329 61,099 64,320

671 417 2,119

10,080 10,080 10,080

656,846 659,760 588,381

44,619 42,379
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 出資団体の主な経営指標の推移 (４)

 

 

 

経営指標

財政支出依存度

・県財政支出計÷(売上高+営業外収益＋特別利益）

経常収支比率

・経常収益÷経常費用

販売管理費率

・販売費及び一般管理費÷売上高

人件費比率

・(役員人件費+職員人件費)÷売上高

再委託比率

・再委託費÷県財政支出計

一人当たり売上高

・事業収益÷(役員数＋職員数)

自己資本利益率

・当期純損益金額÷純資産

総資産回転率

・売上高÷資産

流動比率

・流動資産÷流動負債

自己資本比率

・純資産÷資産

借入金比率

・(短期借入金+長期借入金)÷(負債+純資産)

理事等一人当たり退任慰労金

・理事等支給退任慰労金合計÷支払人数

監事等一人当たり退任慰労金

・監事等支給退任慰労金合計÷支払人数

職員一人当たり退職金

・職員支給退職金÷支給人数

理事会等理事出席率

・(理事会等出席理事)÷(参加可能理事数)

理事会等監事出席率

・(理事会等出席監事)÷(参加可能監事数)

評議員会評議員出席率

・(評議員会等出席評議員)÷(参加可能評議員数)

(※)出席率は本人出席率である。代理人出席，委任状による出席及び書面持ち回り会議を含ま
ない。

－

－

9,52511,688

－ － －

75.0%91.7% 83.3%

千円 千円 千円

161.8%

4.8% 3.5% 1.9%

145.1% 143.9%

32,844

平成21年度

0.1% 0.1% 0.1%

平成22年度

13.7%

0.0% 0.0% 0.0%

平成23年度

5.8% 5.9% 5.4%

102.1%103.2% 102.3%

16.4% 16.5%

17.0%

49.8% 52.9%

212.2%

48.1%

76.4%84.7% 70.8%

210.0% 190.4%

9,213

千円

千円 千円 千円

千円

31,367 30,474

19.9% 16.3%

1,520 －

550 －
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 出資団体の役職員数及びその給与・退職金の状況,県職員派遣の状況等の推移 (５)

 

  

専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計

常勤取締役 1 0 1 2 1 0 1 2 1 0 1 2

非常勤取締役 13 2 1 16 13 2 1 16 13 2 1 16

　取締役　計 14 2 2 18 14 2 2 18 14 2 2 18

常勤監査役 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1

非常勤監査役 2 0 0 2 2 0 0 2 2 0 0 2

　監査役　計 2 0 1 3 2 0 1 3 2 0 1 3

　計 16 2 3 21 16 2 3 21 16 2 3 21

有給取締役平均報酬(年額)

有給監査役平均報酬(年額)

人数 人数 人数

取締役退任慰労金合計 1 0 0

監査役退任慰労金合計 1 0 0

管理職 23 0 0 23 24 0 0 24 23 0 0 23

一般職 48 0 0 48 51 0 0 51 51 0 0 51

嘱託・臨時職員等 38 0 0 38 37 0 0 37 38 0 0 38

　計 109 0 0109112 0 0112112 0 0112

職員平均報酬(年額)

人数 人数 人数

職員退職金支給額合計 4 4 3

※専属下記の派遣またはOBを除く出資団体専属の職員

派遣県の現役職員で出資団体に派遣されている者

OB 県を退職した職員で出資団体に再就職した者

550千円 0 0

職
員

6,547千円 6,597千円 5,883千円

支給額 支給額 支給額

36,852千円 46,752千円 28,575千円

平成21年度 平成22年度 平成23年度

役
員

8,880千円 8,880千円 8,880千円

1,200千円 1,200千円 1,200千円

支給額 支給額 支給額

1,520千円 0 0
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２ 出資団体との契約等 

 出資団体に対する補助金 (１)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の補助金を受け取っている。 

県担当課 事業名 事業の概要 補助金額 

畜産課 県産牛生産情報公開システム確立

事業費 

県産牛生産情報公開システム実証

展示実施に係る補助 

1,400千円 

 

 出資団体に対する委託料 (２)

 出資団体は平成23年度において,県から委託料を受け取っていない。 

 

 出資団体が指定管理者に選定されている公の施設 (３)

 出資団体は平成23年度において,県の公の施設の指定管理者に選定されていない。 

 

 出資団体に対する貸付金（平成23年４月１日から平成24年３月30日） (４)

 貸 付 金 460,000千円 

 貸付期間 平成23年4月1日から平成24年3月30日 

 貸付利率 0.8%（基準割引率及び基準貸付利率に0.5%を加えた金利） 

 償還方法 期日一括返済 

 資金使途 運転資金 

 そ の 他 県への返済資金を年度末に市中の金融機関からオーバーナイトローンとして借入し

返済するため平成23年３月31日現在で県からの貸付残高はない。 

 

 出資団体に対する債務保証又は損失補償（平成24年３月31日現在） (５)

 出資団体は平成23年度において,県から債務保証及び損失補償を受けていない。 
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３ 指摘又は意見 

(１)  畜産振興資金（興農資金） 

 所管課は「畜産振興資金（興農資金）」として460百万円の運転資金を金利0.8%,貸付期間平成

23年４月１日～平成24年３月30日の条件で出資団体に貸し付けている。平成24年３月末現在,

出資団体は現預金残高1,044百万円,長期性預金残高250百万円と資金は潤沢であり当該運転資金

の融資を受けなくとも資金繰りは十分賄える状況にある。 

【意見】 

県の財政も逼迫する中,限られた資金を効率的・効果的に利用する観点から,当該出資団体に対

する運転資金としての興農資金については返済の検討が必要である。 

 

(２) 契約書等の更新 

 出資団体は子会社である有限会社茨城中央ミートとの間で事務委託契約及び原料調達取引手数

料に関する覚書を締結しているが適時に更新されていない。 

 その他，土地の賃貸借契約書等について,原契約後の更新や条件変更について更新がされていな

いものがある。 

【指摘】 

契約等の変更等に応じて適時適切に文書を取り交わす必要がある。 

 

(３) コンプライアンス規程等 

 コンプライアンスに関する規程やマニュアルが整備されていない。 

【指摘】 

コンプライアンスの関連規程を整備する必要がある。 

 

(４) 駐車場に係る契約 

 出資団体が賃貸している部屋に関する賃貸借契約には，部屋の使用者（賃借人）が利用する駐

車場についても契約金額に含まれると当事者間では合意されているが，この駐車場の利用につい

て契約に明記されていないものがある。 

【意見】 

 駐車場の利用について明記されていない契約書が散見されたので，契約書に明記することが望

ましい。 

 

(５) 文書管理規程 

 出資団体は文書管理規程を設けているが記載内容が現在の状況に適合していない。 

【意見】 

運用実態に応じた内容に更新することが望ましい。 
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(６) 固定資産管理規程 

 固定資産規程が整備されていない。 

【指摘】 

固定資産関連規程を整備する必要がある。 

 

(７) 出資法人等指導監督基準に基づく報告徴収事項 

 【指摘】 

 所管課は出資団体に対し監事の行う監査結果及び講じた措置状況を報告させる必要がある

（出資法人等指導監督基準第９エ）とされ,同時に,出資団体の監事は,少なくとも半年に１回以上

内部監査を実施し,必要な措置を講じなければならない（出資法人等指導実施要領第 12）とされ

ていることから,所管課は少なくとも年２回の監事監査結果報告を求める必要があるが,年度末の

監査報告のみしか報告を受けていない。 

 所管課は出資法人等指導監督基準及び同実施要領に基づき少なくとも年２回は監事監査報告を

受ける必要がある。 

 

(８) 出資団体の子会社に対するモニタリング 

 出資団体の子会社に対するモニタリングとして,所管課は出資団体指導室が求める経営評価書

作成の際に子会社の決算書を添付し必要に応じて検証しているのみで,自ら子会社に赴き実地検

査する必要性については認識していない。 

【意見】 

子会社を通じた不正等のリスクを十分認識するとともに,必要に応じて子会社への実地検査も

行い,出資団体も含めた連結ベースでのモニタリングの重要性を認識する必要がある。 

 

(９) 子会社である有限会社茨城中央ミートの資本構成 

 出資団体は平成24年３月31日現在,子会社である有限会社茨城中央ミートの発行済株式総数

60株のうち29株を所有し,残りの31株は出資団体の役員や従業員の個人所有となっている。 

【意見】 

県の出資団体の実質子会社の資本構成として,個人に株式を持たせる方法にはリスクがあるた

め,全ての株式について出資団体が所有する事が望ましい。 

 

(１０) 土地賃貸借契約 

 出資団体はＡ社及びＢ社との間で土地賃貸借契約書を締結し, Ａ社及びＢ社は当該土地の上に

建物を建てて使用しているが,土地賃貸借契約書は定期借地契約になっていない。 

【意見】 

出資団体が将来において設備の拡張等で土地の利用を図る際には法定地上権や借地権等の問題

が生じる懸念がある。 
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(１１) 代表取締役社長 

 出資団体の代表取締役社長は現在非常勤である。 

【意見】 

会社を代表し株式会社の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する代表

取締役については常勤者であることが望ましい。 

 

 

４ 過年度の包括外部監査報告書及びそれに対する措置 

 出資団体は過年度において包括外部監査の対象となっていない。 
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X 公益財団法人 茨城県農林振興公社 

１ 出資団体の事業 

 出資団体の概要（平成24年４月１日現在） (１)

① 所在地 茨城県水戸市上国井町３１１８番地１ 

② 設立根拠 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す

る法律」に基づき設立 

③ 設立目的 

農山村及び農林業の近代化を推進し農林業者の経済的・社会的地位を

高めるため,県行政を補完し,県の行政施策及び農林業団体の行う事業と

一体的に事業を実施する公益財団法人として設立された。 

④ 事業内容 

（１）農地保有合理化事業 
農業振興地域内の農用地で,農業者の規模拡大,農地の集団化な
どを支援 

（２）農業コンサルタント事業 
経営体育成支援事業地区に対し,計画策定等の支援や,事業で整
備した施設等の経営管理指導 
国・県・市町村・農業団体から地域農業振興の計画策定や調査に
係わるコンサルタントを受託 

（３）農業担い手育成事業 
  就農相談・啓発活動を実施し,新規就農者を確保育成 
（４）就農支援資金貸付事業 
就農を希望する青年等が円滑に就農できるよう,就農支援資金の
活用を促進 

（５）農用施設設置及び調査設計事業 
安定した畜産経営の確立と中核的畜産農家の育成を図るため,未
利用地等の整備・集積や施設整備を,県・市町村と連携しながら推
進 
（６）農用地等造成事業 
農用地の造成整備,農地の土壌改良,農業農村整備の積算・監理業
務,各種用地の管理業務の受託 
飼料用稲に関する刈取り作業受託 

（７）自然観察施設管理運営事業 
県自然観察施設の管理運営（植物園,熱帯植物館,きのこ博士館,
茨城県民の森,森のカルチャーセンタ－,鳥獣センター,水郷県民
の森）と,緑化意識の高揚や緑ある環境づくり 

（８）林業・緑化事業 
県有林の保育管理,森林土木事業等の調査・測量・設計等業務を受
託 

⑤ 所管部課 茨城県農林水産部農業経営課 

⑥ 出資状況 
出資総額        １５,０００千円 
茨城県の出資額    １５,０００千円 
茨城県の出資比率     １００％ 
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⑦ 
設立年月日 

沿革 

昭和４４年 ８月 １日 （財）茨城県農業開発事業団として設立 
 昭和６３年 ４月 １日 （財）茨城県農林振興公社に改称 
 平成２３年１０月 ３日 公益認定を受け「公益財団法人茨城県農 

林振興公社」へ移行 
 

⑧ 組織機構  

組  織 
 
 
 
 
 
     
 
 
 
※役員：評議員13名,理事13名 監事2名 
計28名（うち常勤理事4名） 

 
 

 

 

  

評議員会 

理 事 会 

 

理 事 長 常務理事 事務局長(1) 

総務部（4） 

農政部（8） 

施設管理部(5) 

事業部(7) 

林業緑化部(4) 

監 事 
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 出資団体の写真等 (２)

公社本部 

 

鳥獣センター 

 

県民の森 

 

植物園

 

森のカルチャーセンター 

 

きのこ博士館 
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水郷県民の森 
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 出資団体の決算数値及び県財政関与状況の推移 (３)

 

（単位：千円）

一般正味財産増加額

経常収益

基本財産運用益

事業収入

受取補助金等

その他収益

経常外収益

一般正味財産減少額

経常費用

事業費

管理費

（うち役員人件費）

（うち職員人件費）

経常外費用

一般正味財産増減額

指定正味財産増加額

指定正味財産減少額

指定正味財産増減額

正味財産期末残高

資産

流動資産

固定資産

負債

流動負債

（うち短期借入金）

固定負債

（うち長期借入金）

正味財産合計

出資額

剰余金（繰入金を含む）

補助金

委託料

その他

計

再委託費

損失補償・債務保証契約に係る債務残高

借入金残高

計

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度

987,105 911,695 788,441

6,252 286,132 0

1,405,296 1,921,919 1,305,614

299,372 366,139 217,361

82,893 325,931 300,899

190,788 135,967 17,382

26,950 26,551 26,790

1,398,334 1,636,146 1,305,614

1,207,546 1,500,179 1,288,232

4,501 506 1,282

38,614 36,960 36,789

349,295 304,218 183,346

6,962 285,773 0

資
産
・
負
債
・
純
資
産

3,741,817 3,527,480 3,355,361

736,910 769,130 635,964

38,614 36,960 36,789

0 0 0

正
味
財
産
増
減
計
算
書

1,409,797 1,922,425 1,306,896

1,403,545 1,636,293 1,306,896

34,175 32,528 195

3,004,907 2,758,350 2,719,397

933,778 718,935 545,534

2,808,039 2,808,545 2,809,827

762,534 474,840 365,324

28,379

464,650 179,347 153,732

171,244 244,095 180,210

0 26,391 4,362

2,544,597 2,544,597 2,544,597

263,442 263,948 265,230

2,808,039 2,808,545 2,809,827

県
財
政
関
与
状
況

299,372 366,139 217,361

262,981 253,655 281,462

0 0 0

441,927 186,936 148,921

189,382 66,150 46,403

252,545 120,786 102,518

562,353 619,794 498,823

30,906 30,488
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 出資団体の主な経営指標の推移 (４)

 

経営指標

財政支出依存度

・県財政支出計÷経常収益

経常収支比率

・経常収益÷経常費用

管理費率

・管理費÷経常収益

人件費比率

・(役員人件費+職員人件費)÷経常収益

再委託比率

・再委託費÷県財政支出計

一人当たり事業収入

・事業収入÷(役員数+職員数) 千円 千円 千円

自己資本利益率

・一般正味財産増減額÷正味財産

総資産回転率

・経常収益÷資産

流動比率

・流動資産÷流動負債

自己資本比率

・正味財産÷資産

借入金比率

・(短期借入金+長期借入金)÷(負債+正味財産合計)

理事等一人当たり退任慰労金

・理事等支給退任慰労金合計÷支払人数

監事等一人当たり退任慰労金

・監事等支給退任慰労金合計÷支払人数

職員一人当たり退職金

・職員支給退職金÷支給人数 千円 千円

理事会等理事出席率(※)

・(理事会等出席理事)÷(参加可能理事数)

理事会等監事出席率(※)

・(理事会等出席監事)÷(参加可能監事数)

評議員会評議員出席率(※)

・(評議員会等出席評議員)÷(参加可能評議員数)

(※)出席率は本人出席率である。代理人出席，委任状による出席及び書面持ち回り会議を含ま
ない。

61.1% 33.3% 60.0%

50.0%

－ － －

－ － －

－ 10,109 24,448

61.7%

16.7% 11.1%

52.8% 60.8%

11,613 10,984

38.1%

4.9% 5.7%

平成23年度

13.6% 8.3% 1.3%

100.4% 100.0% 100.1%

36.3%

4.7%

79.6% 83.7%

352.9%

75.0%

12.4% 5.8%

430.3% 315.1%

38.9%

0.2% 0.0% 0.0%

37.5% 46.4%

9,980

平成21年度

40.1% 37.9% 38.2%

平成22年度

26.7%

5.5%
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 出資団体の役職員数等の推移 (５)

 

  

専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計

常勤理事 0 0 4 4 0 0 4 4 0 0 4 4

非常勤理事 12 2 0 14 12 1 0 13 12 1 0 13

　理事　計 12 2 4 18 12 1 4 17 12 1 4 17

常勤監事 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非常勤監事 2 0 1 3 2 0 1 3 2 0 1 3

　監事　計 2 0 1 3 2 0 1 3 2 0 1 3

　計 14 2 5 21 14 1 5 20 14 1 5 20

有給理事平均報酬(年額)

有給監事平均報酬(年額)

人数 人数 人数

理事退任慰労金合計 0 0 0

監事退任慰労金合計 0 0 0

管理職 0 5 0 5 1 5 0 6 2 3 0 5

一般職 17 15 0 32 16 15 0 31 14 11 0 25

嘱託・臨時職員等 19 0 8 27 20 0 6 26 21 0 8 29

　計 36 20 8 64 37 20 6 63 37 14 8 59

職員平均報酬(年額)

人数 人数 人数

職員退職金支給額合計 0 1 3

※専属下記の派遣またはOBを除く出資団体専属の職員

派遣県の現役職員で出資団体に派遣されている者

OB 県を退職した元職員で出資団体に再就職した者

0 0 0

職
員

5,458千円 4,829千円 3,108千円

支給額 支給額 支給額

0 10,109千円 73,344千円

平成21年度 平成22年度 平成23年度

役
員

6,699千円 6,568千円 6,594千円

0 0 0

支給額 支給額 支給額

0 0 0
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２ 出資団体との契約等 

 出資団体に対する補助金 (１)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の補助金の交付を受けている。 

県担当課 事  業  名 事業の概要 補助金 

農業経営課 
農地保有合理化促進事業

（国補） 

農地保有合理化事業の業務費に

係る補助金 
5,705千円 

農業経営課 
経営構造対策支援事業

（県単） 

経営構造対策支援事業に係る補

助金 
23,703千円 

農業経営課 
経営構造対策推進事業

（県単） 

経営構造対策推進事業に係る補

助金 
12,448千円 

農業経営課 
新しい農業担い手確保育

成推進事業（県単） 

新規就農相談センター事業に係

る補助金 
6,100千円 

農業経営課 
農地保有合理化推進体制

強化助成事業（県単） 

農地保有合理化事業の推進体制

強化に係る補助金 
19,365千円 

畜産課 
畜産担い手育成総合整備

事業(国補） 

畜産担い手育成総合整備事業に

係る補助金 
150,040千円 

計  217,361千円 

 

 

 出資団体に対する委託料 (２)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の委託料を受け取っている。 

県担当課 事  業  名 事業の概要 委託料 

農業経営課 
農地・担い手情報バンク

整備活用事業 

就農相談及び農地利用集積円滑

化促進事業に係る委託 
9,864千円 

林政課 
自然観察施設管理運営事

業 

茨城県植物園等施設管理運営に

係る委託 
131,178千円 

林政課 
自然観察施設管理運営事

業 

水郷県民の森施設管理運営に係

る委託 
23,749千円 

環境政策課 
自然観察施設管理運営事

業 

鳥獣センター施設管理運営に係

る委託 
8,780千円 

林業課 県有林事業 
県有林の保育・管理業務に係る委

託 
84,461千円 

林業課 治山事業 
治山事業等の調査・測量・設計業

務に係る委託 ８件 
11,382千円 

農村環境課 基幹農道整備事業 
基幹農道整備事業積算業務に係

る委託 １件 
1,155千円 
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農地整備課 
経営体育成基盤整備事業 

他２件 

経営体育成基盤整備事業積算資

料作成等に係る委託 ４件 
5,093千円 

農村計画課 地盤沈下対策事業 
地盤沈下対策事業積算業務に係

る委託 ２件 
2,677千円 

その他   3,123千円 

計  281,462千円 

 

 出資団体が指定管理者に選定されている公の施設 (３)

 出資団体は平成23年度において,以下の公の施設の指定管理者に選定されている。 

施設名 公募・

非公募 

応募団

体数 

開始年月 指定期間 所管課 指定管理料 

鳥獣センター 公募 １ 平成21年４月 ５年 環境政策課 8,780千円 

県民の森 公募 ２ 平成21年４月 ５年 林政課 

合計で 

131,178千円 

植物園 公募 ２ 平成21年４月 ５年 林政課 

森のカルチャー

センター 

公募 ２ 平成21年４月 ５年 林政課 

きのこ博士館 公募 ２ 平成21年４月 ５年 林政課 

水郷県民の森 公募 １ 平成21年４月 ５年 林政課 23,749千円 

計 163,707千円 

 

 出資団体に対する貸付金（平成24年３月31日現在） (４)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の貸付けを受けている。 

名  称 就農支援資金貸付金 

貸付金残高 102,518千円 

 貸付期間  平成６,７,８,９年度より21年間 

 貸付利率  無利息 

 償還方法  10年据置後,年2回の元金返済 

 

 出資団体に対する債務保証又は損失補償（平成24年３月31日現在） (５)

 出資団体は平成23年度において,県から金融機関からの融資に対して700,000千円の損失補償

を受けている。 
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３ 指摘又は意見 

 出資団体の運営体制 (１)

【指摘】 

常勤役員4名全員が県退職者である。第６次茨城県行財政改革大綱の出資団体改革３出資団体

への県関与の見直し①人的関与の見直しに「県退職者の常勤役員への就任については,法人の要請

を踏まえつつ,その知識や経験が業務遂行上特に必要とされる場合に限定します。」と記載してい

る。 

役員が県退職者である必要性は乏しく,また,常勤役員全員が県退職者という構成についても,

出資団体の自立性,自主性の点で問題がある。出資団体のあり方の検討の中で役員の役割と人材を

検討すべきである。 

 

 派遣職員 (２)

【意見】 

職員59名のうち,県派遣職員14名（平成23年７月１日現在）と派遣職員が多い。徐々に減ら

してきてはいるが出資団体として自立化が必要であり,今後も計画的に減らしていく必要がある。 

 

 駐在員 (３)

【意見】 

県農業経営課所属の駐在員（1名）が出資団体に勤務している。なお,駐在員の人件費は全額県

の負担である。駐在は,県の業務のみを担当しているわけではなく,出資団体の理事会,評議員会の

運営,契約等総務関係の業務にも携わっている。駐在員の位置づけ及び業務内容が不明確である。 

また,派遣職員の減少については公表されている一方で駐在員の存在は公表されないことにな

っている。駐在員制度は出資団体改革にそぐわず,出資団体への県職員派遣人数を減少させるため

に駐在員という制度を利用していると捉えられても仕方がない。 

駐在員の必要性を再検討すべきである。 

 

 手当の種類 (４)

【指摘】 

給与等に関する内規で規定されているが,近年支払実績がない手当が存在する。具体的には,運

転手当,宿日直手当,特殊現場作業手当,温室内作業手当である。 

業務実態に合わせて手当の種類の見直しが必要である。 

 

 基金 (５)

平成24年３月末現在,合計2,529,597千円という多額の基金が存在する。基金の種類と金額並

びに運用状況は以下のとおりである。 
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基金の種類 金額 
運用方法 

定期預金 有価証券 

① 農地保有合理化促進事業強化・拡

充基金 

297,000千円 6,152千円 290,848千円 

② 農業担い手育成基金 2,134,075千円 24,289千円 2,109,786千円 

③ 特定鉱害復旧事業等基金 98,522千円 98,522千円 － 

合計 2,529,597千円   

 

出資団体における基金は，国及び県等から補助金又は出捐の形で受け入れて造成したものであ

り，運用益を各事業の財源として使用してきている。 

①農地保有合理化促進事業強化・拡充基金は，農業経営基盤強化促進法に基づく農地保有合理

化事業の運営経費とするため，47都道府県において農業公社等に基金が造成されたものであり，

出資団体における基金の造成状況は以下のとおりである。 

 

 

 

このうち，国庫補助金相当額148,500千円については，財政資金の有効活用を図るため，会

計検査院の要求を受け，農林水産省が都道府県に対し平成26年3月31日までに国庫に返還を

求め，出資団体は期日までに国庫に返還する予定である。 

②農業担い手育成基金については，新規就農の促進及び青年農業者の育成に関する事業のため

に造成されたものである。この事業はその運用利息を当該事業に充てるとしている。 

③特定鉱害復旧事業等基金は，農地等の災害復旧に関する事業のために造成されたものである。 

【意見】 

低金利の状況が長期にわたって継続しており，基金の有効活用ができておらず，資金が固定化

している。また，当面は運用益を期待できない。出資団体は多額の資金の運用方法に苦悩する一

方で，事業実施に必要な財源として運用益のみでは不足するために県から補助金を得て事業を実

施している。 

①農地保有合理化促進事業強化・拡充基金のうちの県費負担額148,500千円は国と県の事業で

あり，国が返還を求めてきている事情から県も同様の措置を講じるのが相当と考えられること

から県に返還等することを検討すべきである。 

②農業担い手育成基金2,134,075千円についてはその運用利息で事業を行うとしているが，も

ともと基金という制度が運用利息をもって事業を行うための施策として適当であるのかについ

て疑問があること，また，運用によることを是とした場合でも，このような巨額の基金を長期

的に低利でしか運用できない現状からして基金について取り崩して県に返還等し県において資

金を有効利用し，この事業の運営について補助の対象とする等の検討をすべきである。 

 

  

年度 基金造成額 うち国庫補助金額 うち県費負担額 

昭和48～昭和54 297,000千円 148,500千円 148,500千円 
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 財務諸表注記の誤り (６)

【指摘】 

平成 23年度の財務諸表における有価証券時価注記に誤りが存在する。償却原価法適用後の簿価

と時価との差額を評価損益として開示すべきところ，現状は，取得原価と時価との差額を評価損

益として開示している。 

公表数値に誤りが発生しないよう内部統制を強化すべきである。 

 

 中期経営計画 (７)

【指摘】 

中期計画（平成23年度を初年度とする5カ年計画）が策定されているが,それは財務数値を含

めたものではない。他団体との統合も考慮して財務面の中期計画を作成すべきである。 

 

 滞留債権の管理体制の十分性 (８)

農地保有合理化事業において３件で 12,430千円,農業担い手育成モデル事業において５件で

42,036千円,就農支援資金貸付事業において８件で7,263千円の滞留債権が発生している。これ

らには貸倒引当金が計上されていて，会計上は問題ないと考えられる。 

債権の滞留状況は以下の通りである。 

① 農地保有合理化事業 

内容 債権発生年度 平成 24年３

月末残高（千

円） 

延滞理由 貸倒引当率 

貸付金 平成15年 7,993 廃業 100％ 

農地売買代金 平成14年 4,166 業績不振 50％ 

 その他１件 271  一般債権 

 計 12,430   

② 農業担い手育成モデル事業 

内容 債権発生年度 平成 24年３

月末残高（千

円） 

延滞理由 貸倒引当率 

温室リース料 平成９年 17,453 廃業 55％ 

 その他４件 24,583  一般債権 

 計 42,036   

③ 就農支援資金貸付事業 

内容 債権発生年度 平成 24年３

月末残高（千

円） 

延滞理由 貸倒引当率 

貸付金 平成10年 1,816 廃業 100％ 
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貸付金 平成16年 870 廃業 100％ 

貸付金 平成14年 1,900 廃業 50％ 

 その他５件 2,677  一般債権 

 計 7,263   

【指摘】 

滞留債権が以上のように発生しているにもかかわらず，債権回収会議等の開催等，全社的な取

組みが見受けられない。債権の回収管理体制が十分ではない。 

 

 債権管理規程あるいはマニュアルの不存在 (９)

【指摘】 

債権管理規程あるいはマニュアルが存在しない。これらがない場合には，担当者により債務者

に対する対応が異なってしまったり，または組織的に対応できない等で債権管理が適切に行わ

れず，債権回収が迅速に進行しない。また，債権管理規程あるいはマニュアルを規定すること

により適正な与信管理が可能となり，未然に滞留債権が発生することを抑止する効果もある。 

従って，速やかに債権管理規程あるいはマニュアルを設けるべきである。 

 

 債権管理表の作成 (１０)

【指摘】 

農業担い手育成モデル事業において温室リース料として５件で 42,036千円の滞留債権が発生

している。催告書の発送等については起案等によって逐次回収状況を報告しているとのことであ

るが,債務者との過去のやり取り等の状況を時系列に記載した管理表が存在していない。 

債務者との過去のやり取り等を詳細明瞭に記載すれば，その後の回収業務にも役に立つので，

債務者との過去のやり取り等の状況を時系列に記載した管理表を作成すべきである。 

 

 茨城県経営構造対策支援事業 (１１)

茨城県経営構造対策支援事業の内容は，過去に実施した事業等で整備した大型施設の利用実態

調査，運営指導及びこれに必要な基盤確立事例調査である。よって，補助対象経費は上記の活動

を実施するために必要な経費となる。 

実際に補助対象となっている経費は，全て人件費となっており，その他の経費は補助対象とな

っていない。また，実績報告書においても支出欄に人件費以外の支出項目の記載がない。過去３

年間の茨城県経営構造対策支援事業の補助対象となっている人件費は以下の通りである。 

平成21年度 平成22年度 平成23年度 

常勤役員３名分（全額） 

常勤役員１名分（一部） 

常勤役員３名分（全額） 

常勤役員１名分（一部） 

常勤役員３名分（全額） 

常勤役員１名分（一部） 

該当なし プロパー職員４名分（一部） 該当なし 

平成22年度は茨城県経営構造対策支援事業の活動内容が増加したため，プロパー職員４名分に

ついても補助対象として増額したとのことである。 
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【指摘】 

茨城県経営構造対策支援事業で主に補助対象となっているのは常勤理事４名に係る人件費であ

る。常勤役員は茨城県経営構造対策支援事業のみに従事しているわけではなく，出資団体の運営

全体に関与しなければならない立場にある。であるならば，常勤役員の人件費のほぼ全額を茨城

県経営構造対策支援事業の補助対象とするのは適当でない。 

【指摘】 

 平成 24年度の補助金交付要項においては茨城県経営構造対策支援事業の補助対象経費として

「経営構造対策支援事業実施要領で定める農林振興公社運営活動に要する経費」を追加したとの

ことである。しかし，「経営構造対策支援事業実施要領で定める農林振興公社運営活動」と「大型

施設等有効利用指導活動及び基盤確立事例調査」とでは事業の性格が異なるため，両者を分離し

て補助対象とすべきである。 

 

 県準拠の給与体系 (１２)

【意見】 

出資団体職員の給与基準並びに昇格の基準等について県準拠である。全般的事項の【意見】に記載

の通り，出資団体は職員の給与体系のあり方を検討すべきである。 

 

 コンプライアンス規程等 (１３)

【指摘】 

 コンプライアンスに関する規程やマニュアルが整備されていない。 

 コンプライアンスの関連規程を整備する必要がある。 

 

 監事の理事会本人出席率 (１４)

【意見】 

監事の理事会本人出席率が低い。平成21年度が16.7％,平成22年度が11.1％,平成23年度が

50.0％である。ガバナンスの点で問題があり,活発な議論を機動的に実施できる態勢を構築すべき

である。 

 

 出資法人等指導監督基準に基づく報告徴収事項 (１５)

【指摘】 

所管課は出資団体に対し監事の行う監査結果及び講じた措置状況を報告させる必要がある（出

資法人等指導監督基準第９エ）とされ,同時に,出資団体の監事は,少なくとも半年に１回以上内部

監査を実施し,必要な措置を講じなければならない（出資法人等指導実施要領第 12）とされてい

ることから,所管課は少なくとも年２回の監事監査結果報告を求める必要があるが,年度末の監査

報告のみしか報告を受けていない。 

 所管課は出資法人等指導監督基準及び同実施要領に基づき少なくとも年２回は監事監査報告を

受ける必要がある。 
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４ 過年度の包括外部監査報告書及びそれに対する措置 

 出資団体が過年度において包括外部監査の対象となった年度及びそのテーマは次のとおりであ

る。 

年度 テーマ 

平成20年度 指定管理者制度の運用状況について 

過年度の包括外部監査の指摘に対して,現在までに措置されていない事項はない。 
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XI 茨城県漁業信用基金協会 

１ 出資団体の事業 

 出資団体の概要（平成24年４月１日現在） (１)

① 所在地 水戸市三の丸１丁目１番３３号（すいさん会館内） 

② 設立根拠 中小漁業融資保証法（昭和27年法律第346号）第50条による 

③ 設立目的 

金融機関の中小漁業者等に対する貸付け等についてその債務を保証する

ことを主たる業務とし,もって中小漁業者等が必要とする資金の融通を

円滑にし,中小漁業の振興を図ることを目的とする。 

④ 事業内容 

・会員たる中小漁業者等が次に掲げる資金の借入をすることにより金融

機関に対して負担する債務の保証 

イ．漁業近代化資金 

ロ．イに掲げるもののほか,中小漁業者等の事業又は生活に必要な資金 

・水産業協同組合法第11条第１項第３号及び第４号の事業を行う漁業協

同組合又は信用漁業協同組合連合会が株式会社日本政策金融公庫又は沖

縄振興開発金融公庫の委託を受けて中小漁業者等に対する貸付けを行っ

た場合であって,当該漁業協同組合又は信用漁業協同組合連合会が中小

漁業者等の当該借入れによる債務を保証することとなるときのその保証

債務の保証 

・漁業経営の改善及び再建整備に関する特別措置法第４条第１項の認定

に係る同項の改善計画に従って漁業経営の改善のための措置を行う中小

漁業者等に対しその経営の改善に必要な資金の貸付けを行う金融機関に

対する当該貸付けに必要な資金の供給 

・その他附帯する業務 

⑤ 所管部課 農林水産部 漁政課 

⑥ 出資状況 茨城県 282,850千円（32.2%） 

⑦ 
設立年月日 

沿革 

昭和28年9月18日 茨城県漁業信用基金協会の設立 

昭和32年     茨城県水産業信用保証料補助金交付が開始される。 

昭和62年11月   債務保証の保証範囲を元本に限定する。 

平成24年3月   茨城県水産業信用保証料補助金交付が終了。 

⑧ 組織機構 

 

 

 

  

（１名） （０名） （０名） （３名） 

理事会  

理事長 

監 事  

副理事長 専務理事 参 事 業 務 

（１名） 
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 出資団体の本部等の写真 (２)

漁業信用基金協会所在地（当該建物１階） 
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 出資団体の決算数値及び県財政関与状況の推移 (３)

 

 

 

（単位：千円）

一般正味財産増加額

経常収益

基本財産運用益

事業収入

受取補助金等

その他収益

経常外収益

一般正味財産減少額

経常費用

事業費

管理費

（うち役員人件費）

（うち職員人件費）

経常外費用

一般正味財産増減額

指定正味財産増加額

指定正味財産減少額

指定正味財産増減額

正味財産期末残高

資産

流動資産

固定資産

負債

流動負債

（うち短期借入金）

固定負債

（うち長期借入金）

正味財産合計

出資額（出捐額）

剰余金（繰入金を含む）

補助金

委託料

その他

計

再委託費

損失補償・債務保証契約に係る債務残高

借入金残高

計

1,467,497 1,472,003 1,414,543

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度

64,988 50,549 405,042

29,919

40,130 3,349 101,793

9

41,911 28,580 383,394

7 5

3,082 0 50

0

20,207 20,398 21,173

38,635

4,073 4,506 △ 57,460

0 0 0

0 0

570,119

152,100

514 165,077

15,797 371,026

35,069 34,752 34,016

8,662 8,659 6,788

3,814,989 4,127,707

0 00

1,113,386

資
産
・
負
債
・
純
資
産

6,323,846 6,154,076 6,799,558

3,941,599

正
味
財
産
増
減
計
算
書

107,696 55,569 512,659

104,614 55,569 512,609

22,564 23,633 27,417

877,100

1,163,110

103,623 51,063

1,554,637

120,200 181,500

2,671,851

4,856,349 4,682,073 5,385,015

3,742,963 3,518,963 3,830,378

454,400 375,000 473,800

2,382,247 2,339,087

1,467,497 1,472,003 1,414,543

0

877,100 877,150

590,397 594,903 537,393

県
財
政
関
与
状
況

3,200 3,390 73

0

0 0 0

0

0 0

0 0

0 0

0 0 0

0

3,200 3,390 73

0 0
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 出資団体の主な経営指標の推移 (４)

 

 

 

  

経営指標

財政支出依存度
・県財政支出計÷経常収益

経常収支比率
・経常収益÷経常費用

管理費率
・管理費÷経常収益

人件費比率
・(役員人件費+職員人件費)÷経常収益

再委託比率
・再委託費÷県財政支出計

一人当たり事業収入
・事業収入÷(役員数+職員数) 千円 千円 千円

自己資本利益率
・一般正味財産増減額÷正味財産

総資産回転率
・経常収益÷資産

流動比率
・流動資産÷流動負債

自己資本比率
・正味財産÷資産

借入金比率
・(短期借入金+長期借入金)÷(負債+正味財産合計)

理事等一人当たり退任慰労金
・理事等支給退任慰労金合計÷支払人数 千円 千円

監事等一人当たり退任慰労金
・監事等支給退任慰労金合計÷支払人数

職員一人当たり退職金
・職員支給退職金÷支給人数

理事会等理事出席率
・(理事会等出席理事)÷(参加可能理事数)

理事会等監事出席率
・(理事会等出席監事)÷(参加可能監事数)

評議員会評議員出席率
・(評議員会等出席評議員)÷(参加可能評議員数)

(※)出席率は本人出席率である。代理人出席，委任状による出席及び書面持ち回り会議を含ま
ない。

平成21年度 平成22年度 平成23年度
3.1% 6.1% 0.0%

161.0% 109.9% 126.6%

33.5% 62.5% 6.6%

27.6% 52.3% 5.5%

－ － －

2,794 1,905 25,560

0.3% 0.3% -4.1%

1.7% 0.9% 7.5%

105.3% 108.4% 107.8%

23.2% 23.9% 20.8%

9.1% 9.0% 9.2%

182 － 268

－ － －

－ － －

－ － －

91.4% 85.7% 78.8%

64.3% 57.1% 75.0%



160 

 

 出資団体の役職員数等の推移 (５)

 

 

  

専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計

常勤理事 0 0 1 1 0 0 1 1 0 1 0 1
非常勤理事 8 1 0 9 8 1 0 9 8 1 0 9

　理事　計 8 1 1 10 8 1 1 10 8 2 0 10

常勤監事 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非常勤監事 2 0 0 2 2 0 0 2 2 0 0 2

　監事　計 2 0 0 2 2 0 0 2 2 0 0 2

　計 10 1 1 12 10 1 1 12 10 2 0 12

有給理事平均報酬
有給監事平均報酬

人数 人数 人数
理事退任慰労金合計 1 0 1
監事退任慰労金合計 0 0 0

管理職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一般職 3 0 0 3 3 0 0 3 3 0 0 3
嘱託・臨時職員等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　計 3 0 0 3 3 0 0 3 3 0 0 3

職員平均報酬

人数 人数 人数
職員退職金支給額合計 0 0 0

※専属下記の派遣またはOBを除く出資団体専属の職員
派遣県の現役職員で出資団体に派遣されている者
OB 県を退職した元職員で出資団体に再就職した者

0千円 0千円 0千円

職
員

5,136千円 5,122千円 5,200千円
支給額 支給額 支給額

0千円 0千円 0千円

平成21年度 平成22年度 平成23年度

役
員

5,943千円 5,903千円 3,553千円

0千円 0千円 0千円
支給額 支給額 支給額
182千円 0千円 268千円
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２ 出資団体との契約等 

 出資団体に対する補助金 (１)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の補助金の交付を受けている。 

県担当課 事業名 事業の概要 金額 

漁政課 水産業信用保証料補助金 保証料補助 73千円 

合計 73千円 

 

 出資団体に対する委託料 (２)

 出資団体は平成23年度において,県から委託料を受け取っていない。 

 

 出資団体が指定管理者に選定されている公の施設 (３)

 出資団体は平成23年度において,県の公の施設の指定管理者に選定されていない。 

 

 出資団体に対する貸付金（平成24年３月31日現在） (４)

 出資団体は平成23年度において,県からの貸付を受けていない。 

 

 出資団体に対する債務保証又は損失補償（平成24年３月31日現在） (５)

 出資団体は平成23年度末現在において,県から債務保証及び損失補償を受けていない。 
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３ 指摘又は意見 

 求償債権回収額拡大の方策 (１)

【意見】 

出資団体では，平成24年3月末において，求償債権17億3千7百万円を計上し、今後5年間

で回収可能額を95百万円としている。 

上記回収可能額の95百万円は求償債権の5%であり、6年目以降及び追加的な回収がある場合も

あるものの、回収割合は低調であり、出資団体には更なる求償債権の回収が期待される。そのた

めには、民間で同様の求償債権の回収を経験し，スキルをもった人員の採用を人件費等の考慮の

上実施するといった求償債権回収強化の方策を検討することが望まれる。 

 

 求償債権に係る連帯保証人への請求 (２)

【指摘】 

出資団体は，平成24年3月末において特定のＡ団体（平成22年9月清算結了）に対する代位

弁済による求償債権30百万円を保有している。出資団体では，Ａ団体に対し，平成18年2月15

日付けで代位弁済及び催告の通知を行い，また,平成20年3月31日に出資金6百万円と求償債権

の相殺を行っているが、連帯保証人に対しては一切の請求等の回収行為を行っていない。 

出資団体は連帯保証人に対し，請求等の通常の回収行為を適時に行うべきである。 

 

 担保不動産の実地調査と管理台帳の整備 (３)

【指摘】 

出資団体では,今まで,代位弁済で取得した求償債権の担保である土地等の不動産の実地調査

を行っておらず,また,これら担保不動産の管理台帳も整備していない。 

民間の金融機関等においては,貸出金の回収のため,担保不動産の実地調査,管理台帳の整備を

行っており,出資団体による求償債権の回収のためには,実地調査を実施し,当該不動産の利用可

能性・販売可能性を直接確認し,地図・写真等を含めた管理台帳を作成し,情報・資料を十分に整

理した上で適時に回収努力を行うことが肝要であり,これらの担保不動産について実地調査の実

施及び管理台帳の整備を行うべきである。 

 

４ 過年度の包括外部監査報告書及びそれに対する措置 

 出資団体が過年度において包括外部監査の対象となった年度及びそのテーマは次のとおりであ

る。 

年度 テーマ 

平成14年度 農林水産部の補助金について 

過年度の包括外部監査の指摘に対して,現在までに措置されていない事項はない。 
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XII 茨城県道路公社 

１ 出資団体の事業 

 出資団体の概要（平成24年４月１日現在） (１)

① 所在地 茨城県水戸市笠原町978番25 

② 設立根拠 地方道路公社法（昭和45年法律第82号）第８条,第９条,第10条 

③ 設立目的 

茨城県の区域及びその周辺の地域において,その通行又は利用

について料金を徴収することができる道路の新設,改築,維持,修

繕その他の管理を総合的かつ効率的に行うこと等により,この地

域の地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り,も

って住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与する。 

④ 事業内容 

・有料道路の新設,改築,維持,修繕及び災害復旧その他の管理 

・国,地方公共団体等の委託に基づき,有料道路の管理と関連のある道路

の管理 

・有料自動車駐車場の建設及び管理 

・有料道路に必要な休憩所,その他施設の建設及び管理 

・国,地方公共団体等の委託に基づく道路に関する調査,測量,設計,試験

及び研究 

・その他,前各号に附帯する業務 

⑤ 所管部課 土木部 道路建設課 

⑥ 出資状況 
茨城県 8,308,800千円（82.8%） 

千葉県 1,731,000千円（17.2%） 

⑦ 
設立年月日 

沿革 

昭和46年９月25日 茨城県道路公社の設立 

昭和49年４月26日 水郷有料道路供用開始 

昭和49年10月１日 表筑波スカイライン供用開始 

昭和51年４月１日 月居トンネル有料道路供用開始 

昭和55年４月17日 新大利根橋有料道路供用開始 

昭和56年４月１日 石岡有料道路供用開始 

昭和62年２月１日 月居トンネル有料道路無料開放 

昭和62年３月３日 霞ヶ浦大橋有料道路供用開始 

平成２年１月11日 下総利根大橋有料道路供用開始 

平成５年10月20日 日立有料道路供用開始 

平成９年８月７日 水海道有料道路供用開始 

平成11年７月22日 常陸那珂有料道路供用開始 

平成16年10月１日 表筑波スカイライン無料開放 

平成17年３月31日 石岡有料道路無料開放 

平成17年11月１日 霞ヶ浦大橋有料道路無料開放 

平成18年４月18日 若草大橋有料道路（第二栄橋有料道路）供用開始 

平成21年12月31日 水郷有料道路無料開放 

平成22年４月17日 大利根橋有料道路無料開放 

⑧ 組織機構 次葉参照 
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組織図 

 

 

  

総　務　課

理事長 副理事長 理　　事 総務部長（併任）

経　理　課

　

監　　事

業務部長（兼務） 工　務　課

顧　　問

　道路調査室

業務管理室

（管理路線）

（駐車場）

　・筑波山つつじヶ丘駐車場

　・友部駅北口駐車場

　・水戸北スマ－トＩＣ駐車場

　・下総利根大橋有料道路

　・水海道有料道路

　・常陸那珂有料道路

　・日立有料道路

　・若草大橋有料道路

　・みらい平駅前駐車場
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 出資団体の本部等の写真 (２)

出資団体の管理道路及び管理施設 

 

 

  

水戸北Ｐ

日立

友部Ｐ

つつじヶ丘Ｐ

常陸那珂

みらい平

水海道

下総利根

若草大橋
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 出資団体の決算数値及び県財政関与状況の推移 (３)

 

 

  

（単位：千円）

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費

（うち役員人件費）
（うち職員人件費）

営業損益金額
営業外収益
営業外費用
経常損益金額
特別利益
特別損失
法人税等
当期純損益金額
繰越利益剰余金

資産
流動資産
固定資産
繰延資産

負債
流動負債
（うち短期借入金）
固定負債
（うち長期借入金）

純資産
出資額
利益剰余金

補助金
委託料
その他
計

再委託費

損失補償・債務保証契約に係る債務残高
借入金残高
計

△ 75,514 △ 73,757

0 0 0

7,104,745 4,854,206 4,169,775

10,899 14,406 14,773
7,104,745 4,854,206 4,169,775

171,213
0 0 0

県
財
政
関
与
状
況

0 0 0
192,434 146,958 158,666

10,699,475 10,706,786 9,966,043
10,782,300 10,782,300 10,039,800

924,000 0 423,000

1,116,434 146,958 581,666

△ 82,825

0 0 0
34,920,697 19,587,747 19,722,390

貸
借
対
照
表

45,620,172 30,294,533 29,688,433
3,033,789 848,866 323,991
42,586,383 29,445,667 29,364,442

34,666,459 19,380,725 19,551,177
7,104,745 4,854,206 4,592,775

254,238 207,022

12,126 7,311 1,757

△ 82,825 △ 75,514 △ 73,757

26,196 61,085 0
0 0 0

38,322 68,396 1,757
0 0 0

974,012 192,368 127,643
2,103,376 201,959 469,321

282,012 235,431
1,167,686 77,987 343,435

412,893 285,765 243,376
27,518 17,404 13,730

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度

損
益
の
状
況

2,538,632 1,132,909 1,118,515
958,053 769,157 531,704
1,580,579 363,752 586,811

290,623
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 出資団体の主な経営指標の推移 (４)

 
 

  

経営指標

財政支出依存度
・県財政支出計÷(売上高+営業外収益+特別利益)

経常収支比率
・経常収益÷経常費用

販売管理費率
・販売費及び一般管理費÷売上高

人件費比率
・(役員人件費+職員人件費)÷売上高

再委託比率
・再委託費÷県財政支出計

一人当たり売上高
・売上高÷(役員数＋職員数)

自己資本利益率
・当期純損益金額÷純資産

総資産回転率
・売上高÷資産

流動比率
・流動資産÷流動負債

自己資本比率
・純資産÷資産

借入金比率
・(短期借入金+長期借入金)÷(負債+純資産)

理事等一人当たり退任慰労金
・理事等支給退任慰労金合計÷支払人数

監事等一人当たり退任慰労金
・監事等支給退任慰労金合計÷支払人数

職員一人当たり退職金
・職員支給退職金÷支給人数

理事会等理事出席率(※)
・(理事会等出席理事)÷(参加可能理事数)

理事会等監事出席率(※)
・(理事会等出席監事)÷(参加可能監事数)

評議員会評議員出席率(※)
・(評議員会等出席評議員)÷(参加可能評議員数)

平成21年度 平成22年度 平成23年度
31.8% 11.1% 46.7%

16.3% 25.2% 21.8%

101.1% 105.4% 100.1%

12.5% 26.4% 22.3%

39,666 21,376 16,449

1.0% 9.8% 2.5%

5.6% 3.7% 3.8%

千円 千円 千円
0.1% 0.1% 0.0%

23.5% 35.3% 33.6%

1193.3% 410.0% 189.2%

－ － －

15.6% 16.0% 15.5%

29,207 20,570 9,550

－ － －

0.0% 0.0% 0.0%

千円 千円 千円
66.7% 50.0% 50.0%

(※)出席率は本人出席率である。代理人出席，委任状による出席及び書面持ち回り会議を含ま
ない。

－ － －
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 出資団体の役職員数等の推移 (５)

 

  

専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計

常勤取締役 1 0 3 4 1 0 1 2 1 0 1 2

非常勤取締役 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2 0 2

　取締役　計 1 2 3 6 1 2 1 4 1 2 1 4

常勤監査役 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非常勤監査役 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1

　監査役　計 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1

　計 1 2 4 7 1 2 2 5 1 2 2 5

有給取締役平均報酬(年額)

有給監査役平均報酬(年額)

人数 人数 人数

取締役退任慰労金合計 0 0 0

監査役退任慰労金合計 0 0 0

管理職 7 2 0 9 5 2 0 7 4 1 0 5

一般職 4 0 0 4 3 0 0 3 3 0 0 3

嘱託・臨時職員等 44 0 0 44 38 0 0 38 55 0 0 55

　計 55 2 0 57 46 2 0 48 62 1 0 63

職員平均報酬(年額)

人数 人数 人数

職員退職金支給額合計 2 3 3

※専属下記の派遣またはOBを除く出資団体専属の職員

派遣県の現役職員で出資団体に派遣されている者

OB 県を退職した職員で出資団体に再就職した者

平成21年度 平成22年度 平成23年度

役
員

6,092千円 7,674千円 5,991千円

0千円 0千円 0千円

支給額 支給額 支給額

0 0 0

職
員

3,616千円 3,919千円 2,753千円

支給額 支給額 支給額

58,414千円 61,711千円 28,651千円

0 0 0
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２ 出資団体との契約等 

 出資団体に対する補助金 (１)

 出資団体は平成23年度において,県から補助金の交付を受けていない。 

 

 出資団体に対する委託料 (２)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の委託料を受け取っている。 

県担当課 事業名 事業の概要 金額 

道路維持課 

(常陸大宮土木) 

道路維持管理業務 公共区間（主要地方道常陸

那珂港南線他２路線）の道

路維持管理業務 

34,272千円 

道路維持課 

(各土木) 

道路巡回点検調査業務 県管理国道,県道の道路巡

回点検調査業務 

104,528千円 

道路維持課 

(水戸・土浦土木) 

道路維持パトロール業務 水戸・土浦土木管内の道路

パトロール業務 

19,866千円 

合計 158,666千円 

 

 出資団体が指定管理者に選定されている公の施設 (３)

 出資団体は平成23年度において,県の公の施設の指定管理者に選定されていない。 

 

 出資団体に対する貸付金（平成24年３月31日現在） (４)

 貸 付 金 423,000千円 

 貸付期間 8年（平成31年3月31日） 

 貸付利率 無利子 

 償還方法 償還計画に基づく償還（ただし,知事が必要と認めた場合,繰上償還が可能） 

  

 出資団体に対する債務保証又は損失補償（平成24年３月31日現在） (５)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の債務補償を受けている。 

債務補償額 4,169,775千円 
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３ 指摘又は意見 

 ETC通行料金の未収計上 (１)

【意見】 

 出資団体は団体が管理する有料道路について料金徴収業務を行っているが,一部の道路につい

ては,高速道と接続している事から,料金徴収についてETCを利用して通行料金を徴収する仕組み

となっている。 

 上記のETCを利用した通行料金については,東日本高速道路株式会社が徴収事務を行った後,出

資団体へ振り込まれる仕組みとなっている。このETCを利用した通行料金について,出資団体では

合計の通行量は把握できるが,料金が違う車種別の通行量については正確な数字を把握できない

事から,入金時に収入を計上している。 

 しかし,有料道路の使用については既に行われており,料金の徴収が別に行われている事で収入

計上の時期が異なる事は本来適正な処理とは言えない。ETCを利用した通行料金について,車種別

の正確な計算が出来ないにしても,過去の実績から見積りを行い,通行料金について未収計上する

事を検討するべきである。 

 

 出資法人等指導監督基準に基づく報告徴収事項  (２)

【指摘】 

 所管課は出資団体に対し監事の行う監査結果及び講じた措置状況を報告させる必要がある

（出資法人等指導監督基準第９エ）とされ,同時に,出資団体の監事は,少なくとも半年に１回以上

内部監査を実施し,必要な措置を講じなければならない（出資法人等指導実施要領第 12）とされ

ていることから,所管課は少なくとも年２回の監事監査結果報告を求める必要があるが,年度末の

監査報告のみしか報告を受けていない。 

 所管課は出資法人等指導監督基準及び同実施要領に基づき少なくとも年２回は監事監査報告を

受ける必要がある。 

 

 県の人的関与 (３)

【意見】 

出資団体は,県出資団体等調査特別委員会で県負担が最少となる時期（平成40年頃）を見据え

て解散すべきと提言を受けている。 

しかし,平成24年３月31日現在,出資団体には60歳1名,58歳1名,51歳1名,42歳1名,40

歳1名,39歳1名の計６名のプロパー職員しかおらず,また,年齢構成も高いため,プロパー職員に

よる道路管理の技術・ノウハウを伝承していかなければ,将来道路公社の運営に支障が生じる可能

性が高いことから,所管課においては,県の人的関与のあり方について検討する必要がある。 
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 出資団体への委託業務 (４)

【意見】 

道路維持課は出資団体に茨城県全域の県道や国道の巡回点検調査業務等を委託している。当該

業務は道路管理者と同等の技術や現場の判断力,コスト等の面で民間企業等の代替可能性が難し

い業務である。また, 公共インフラ設備の維持・管理は今後益々重要になることから,出資団体解

散後も当該業務を継続していく必要があるため,道路維持課は当該事業の実施方法等について検

討する必要がある。 

 

４ 過年度の包括外部監査報告書及びそれに対する措置 

 出資団体が過年度において包括外部監査の対象となった年度及びそのテーマは次のとおりであ

る。 

年度 テーマ 

平成12年度 道路公社 

過年度の包括外部監査の指摘に対して,現在までに措置されていない事項はない。 
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XIII 株式会社 茨城ポートオーソリティ 

１ 出資団体の事業 

 出資団体の概要（平成24年４月１日現在） (１)

① 所在地 茨城県那珂郡東海村照沼768-27 

② 設立根拠 会社法第５条 

③ 設立目的 

当社は,茨城港（日立港区,常陸那珂港区,大洗港区）の効率的な管理運営

及び振興を推進するとともに,ひたちなか地区の都市づくりを担い,さら

には大洗港区及び日立港区の後背地開発への参画に取り組むなど,地域

社会の発展と振興を図ることを目的に平成19年4月1日に合併発足した。 

④ 事業内容 

(1) 港湾施設管理運営事業 

(2) 荷役機械等の賃貸事業 

(3) 荷主代行事業 

(4) 船舶代理店事業 

(5) 都市づくり推進事業 ほか 

⑤ 所管部課 茨城県土木部港湾課 

⑥ 出資状況 

資本金      2,947,800千円 

 

株主構成）茨城県     1,561,326千円 

ひたちなか市    247,022千円 

東京電力㈱    143,490千円  

㈱日立製作所   138,041千円 

㈱常陽銀行    123,511千円 

その他25団体   734,410千円 
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⑦ 
設立年月日 

沿革 

平成 9年 9月 

平成10年 12月 

平成12年  4月 

平成15年  3月 

 

 

平成15年  4月 

平成18年  4月 

 

平成19年  4月 

 

 

平成20年 12月 

 

常陸那珂埠頭㈱設立(資本金3億円) 

常陸那珂港北埠頭内貿地区供用開始 

常陸那珂港北埠頭外貿ｺﾝﾃﾅﾀーﾐﾅﾙ供用開始 

常陸那珂埠頭㈱が承継会社となり,大洗埠頭開発

㈱及び大洗ﾏﾘﾝ㈱と合併 茨城港湾㈱に商号変更 

(資本金4億円) 

日立港管理業務開始 

指定管理者事業開始(大洗ﾏﾘーﾅ,大洗港魚釣園,大

洗港港中央公園) 

茨城港湾㈱が承継会社となり㈱ひたちなか都市開

発と合併 ㈱茨城ポートオーソリティに商号変更

(資本金29億4,780万円) 

日立港,常陸那珂港,大洗港の3港が統合し,「茨城

港」となる 

⑧ 組織機構  
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 出資団体の写真等 (２)

日立港区 

 

常陸那珂港区 

 

大洗港区 

 

港中央公園 

 

大洗港区の魚釣園 

 

大洗マリーナ 
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 出資団体の決算数値及び県財政関与状況の推移 (３)

  

（単位：千円）

売上高

売上原価

　売上総利益

販売費及び一般管理費

(うち役員人件費)

(うち職員人件費)

　営業損益金額

営業外収益

営業外費用

　経常損益金額

特別利益

特別損失

法人税等

　当期純損益金額

繰越利益剰余金

資産

流動資産

固定資産

繰延資産

負債

流動負債

（うち短期借入金）

固定負債

（うち長期借入金）

純資産

出資額

利益剰余金

補助金

委託料

その他

計

再委託費

損失補償・債務保証契約に係る債務残高

借入金残高

計

県
財
政
関
与
状
況

0 0 0

311,000 321,261 331,927

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

311,000 321,261 331,927

159,696 165,354

0 22,080 130,960

926

158,488

231,648 182,180 132,712

414,336 676,656 477,594

49,468 49,468 119,468

2,947,800 2,947,800 2,947,800

1,060,988 809,606 974,637

4,008,788 3,757,406 3,922,437

719,544 473,003 636,900

56,911 857 △ 31,242

70,661 △ 246,541 163,897

貸
借
対
照
表

6,343,938 6,284,421 6,174,099

1,297,438 1,485,489 935,826

5,046,500 4,798,932 5,238,273

0 0 0

2,335,150 2,527,015 2,251,662

1,920,814 1,850,359 1,774,068

2,861 4,777

128,498 138,447 115,671

117,966 126,700 105,596

14,003 14,608 14,852

286,698 291,141 236,414

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度

181,707 173,096 146,774

損
益
の
状
況

2,366,600

406,211 113,976

3,471

2,381,868 1,742,000

2,066,927 2,082,072 1,489,630

299,673

22,490 19,699 18,556

299,796 252,370
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 出資団体の主な経営指標の推移 (４)

 

経営指標

財政支出依存度

・県財政支出計÷(売上高+営業外収益+特別利益)

経常収支比率

・(売上高+営業外収益)÷(売上原価+販管費+営業外費用)

販売管理費率

・販売費及び一般管理費÷売上高

人件費比率

・(役員人件費+職員人件費)÷売上高

再委託比率

・再委託費÷県財政支出計

一人当たり事業収入

・売上高÷(役員数+職員数) 千円 千円 千円

自己資本利益率

・当期純損益金額÷純資産

総資産回転率

・売上高÷資産

流動比率

・流動資産÷流動負債

自己資本比率

・純資産÷資産

借入金比率

・(短期借入金+長期借入金)÷(負債+純資産)

取締役等一人当たり退任慰労金

・取締役等支給退任慰労金合計÷支払人数

監査役等一人当たり退任慰労金

・監査役等支給退任慰労金合計÷支払人数

職員一人当たり退職金

・職員支給退職金÷支給人数 千円 千円

取締役会等取締役出席率(※)

・(取締役会等出席取締役)÷(参加可能取締役数)

取締役会等監査役出席率(※)

・(取締役会等出席監査役)÷(参加可能監査役数)

評議員会評議員出席率(※)

・(評議員会出席評議員)÷(参加可能評議員数)

26,800

平成21年度

13.1% 13.3% 17.6%

平成22年度

14.6%

51.3%

28.2%

1.8% △6.6% 4.2%

37.3% 37.9%

4.1%

59.8% 63.5%

195.9%

63.2%

4.4% 3.7%

313.1% 219.5%

47.7%

平成23年度

7.7% 7.3% 8.4%

105.7% 106.1% 107.0%

13.1%

29,217 28,356

13.1%

51.5%

－ 13,105 2,000

66.7%

80.0% 93.3%

62.1% 69.4%

－ － －

－ － －

(※)出席率は本人出席率である。代理人出席，委任状による出席及び書面持ち回り会議を含ま
ない。

－ － －

88.9%
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 出資団体の役職員数及びその給与・退職金の状況,県職員派遣の状況等の推移 (５)

 

  

専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計

常勤取締役 0 0 2 2 0 0 2 2 0 0 2 2

非常勤取締役 13 3 0 16 12 2 1 15 12 2 0 14

　取締役　計 13 3 2 18 12 2 3 17 12 2 2 16

常勤監査役 1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1

非常勤監査役 2 0 0 2 2 0 0 2 2 0 0 2

　監査役　計 3 0 0 3 3 0 0 3 3 0 0 3

　計 16 3 2 21 15 2 3 20 15 2 2 19

有給取締役平均報酬(年額)

有給監査役平均報酬(年額)

人数 人数 人数

取締役退任慰労金合計 0 0 0

監査役退任慰労金合計 0 0 0

管理職 7 3 0 10 5 3 1 9 4 3 1 8

一般職 13 0 0 13 16 0 0 16 17 0 0 17

嘱託・臨時職員等 35 0 2 37 37 0 2 39 19 0 2 21

　計 55 3 2 60 58 3 3 64 40 3 3 46

職員平均報酬(年額)

人数 人数 人数

職員退職金支給額合計 0 1 1

※専属下記の派遣またはOBを除く出資団体専属の職員

派遣県の現役職員で出資団体に派遣されている者

OB 県を退職した元職員で出資団体に再就職した者

0 0 0

職
員

4,161千円 3,812千円 4,372千円

支給額 支給額 支給額

0 13,105千円 2,000千円

平成21年度 平成22年度 平成23年度

役
員

8,294千円 6,939千円 6,288千円

3,645千円 3,645千円 3,500千円

支給額 支給額 支給額

0 0 0
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２ 出資団体との契約等 

 出資団体に対する補助金 (１)

 出資団体は平成23年度において,県から補助金を受け取っていない。 

 

 出資団体に対する委託料 (２)

 出資団体は平成23年度において,県から委託料を受け取っている。 

県担当課 事  業  名 事業の概要 委託料 

港湾課 
常陸那珂港区公共ふ頭管

理業務 

常陸那珂港区公共ふ頭の港湾施

設の管理運営 
226,000千円 

港湾課 
常陸那珂港区監督船運航

業務 
常陸那珂港区港湾区域内巡視等 5,400千円 

港湾課 
中央埠頭地区埋立地監理

業務 
中央埠頭埋立地区の管理 8,850千円 

港湾課 
日立港区港内巡視及び施

設管理業務 

日立港区港湾区域内巡視及び施

設の管理 
17,300千円 

港湾課 大洗港区管理運営業務 大洗港区の管理運営 45,572千円 

港湾課 
港中央公園指定管理者業

務 
港中央公園の管理運営 3,263千円 

港湾課 
大洗港区の魚釣園指定管

理者業務 
大洗港区の魚釣園の管理運営 400千円 

港湾課 
大洗マリーナ指定管理者

業務 
大洗マリーナの管理運営 13,300千円 

ひたちなか整備課 

ひたちなかインフォメー

ションセンター管理運営

業務 

ひたちなかインフォメーション

センターの管理運営 
11,842千円 

計  331,927千円 

 

 出資団体が指定管理者に選定されている公の施設 (３)

 出資団体は平成23年度において,以下の公の施設の指定管理者に選定されている。 

施設名 公募・

非公募 

応募団

体数 

開始年月 指定期間 所管課 指定管理料 

港中央公園 公募 １ 平成23年４月 ５年 港湾課 3,263千円 

大洗港区の魚釣

園 

公募 １ 平成23年４月 ５年 港湾課 400千円 

大洗マリーナ 公募 １ 平成23年４月 ５年 港湾課 13,300千円 

計 16,963千円 
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 出資団体に対する貸付金（平成24年３月31日現在） 

 出資団体は平成23年度において,県から借入をしていない。 

 

 出資団体に対する債務保証又は損失補償（平成24年３月31日現在） (４)

 出資団体は平成23年度において,県から債務保証及び損失補償を受けていない。 
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３ 指摘又は意見 

 監査役に対する賞与 (１)

【意見】 

 出資団体は良好な決算が見込まれる年度において，平成22年度までは常勤取締役に対して年度

末に賞与を支給しており,常勤監査役に対しても同様に賞与を支給していた。平成21年度と平成

22年度における支給額はいずれも145千円で，平成23年度においては支給されていなかった。 

 また，この常勤監査役に対する賞与の支給に関して監査役協議書は作成されていなかった。 

 監査役の職務は取締役の業務執行を監督することであり，出資団体の業績が良好であるからと

いって賞与を支給するような性格のものではなく，仮に正当な支給理由があって支給する場合で

も監査役が協議した結果を記録しておく必要がある。 

 平成 22年度以前の常勤監査役への賞与の支給は実態的にも手続的にも不適切なものであった

と言わざるを得ないが,平成 23年度以降は制度を廃止しているとのことであるので,今後はこの

ような事例がないように適切に対処する必要がある。 

 

 大洗支社に係る稟議書 (２)

【指摘】 

 出資団体の大洗支社長は常務取締役が兼任しており,大洗支社に係る稟議書については出資団

体の事務決裁規程第３条第１項第４号により常務取締役専決とされている。 

 また同規程第４条第２項には,常務取締役の決裁を要するものは総務部長に合議する旨が規定

されているが,大洗支社に係る稟議書については総務部長に回覧されることなく常務取締役が決

裁していた。 

 事務決裁規程の遵守を徹底すべきである。 

 

 経理規程の不備 (３)

【意見】 

 出資団体は経理規程を定めているが,この経理規程には一部不備が認められた。 

 経理規程第46条には作成すべき決算書が規定されているが,実際には作成されていない剰余金

処分計算書又は損失処理計算書が記載され,逆に,実際に作成している株主資本等変動計算書は記

載されていなかった。 

 経理規程を実態に合致するように改訂する必要がある。 

 

 茨城港大洗港区の魚釣園の収支報告 (４)

【指摘】 

 出資団体は平成18年度から平成22年度の指定期間において茨城港大洗港区の魚釣園の指定管

理者として選定されていた。 

 指定期間における指定管理料はいずれの年度も6,050千円と同額であったが，「指定管理者によ
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る公の施設の管理運営状況」ではいずれの年度においても支出の金額が収入の金額と等しくなっ

ていた。 

 支出の状況に応じて指定管理料を精算する実費弁償方式の指定管理協定であれば，支出の金額

と収入の金額が等しくなる場合もあるが，魚釣園のように指定管理料が定額の場合に収支が一致

することは通常は考えられない。 

 支出のうち何らかの費目の金額を使用して収入の金額に一致するように調整しているものと考

えられる。 

 実際の管理運営状況を示していない収支報告は意味のないものであり，収入超過・支出超過い

ずれの場合であってもありのままを報告すべきである。 

 

 茨城港大洗港区の魚釣園の再委託 (５)

【指摘】 

 （４）に記載のとおり,出資団体は平成18年度から平成22年度の指定期間において茨城港大洗

港区の魚釣園の指定管理者に選定されているが,その業務の大部分を地元漁協に再委託しており，

いずれの年度も再委託料5,000千円を支払っていた。 

 出資団体が地元漁協と交わした業務委託契約書では，年度終了後１月以内に地元漁協から収支

決算書が提出されることになっていたが，実際には出資団体は収支計算書の提出を受けていなか

った。 

 

 経営評価書の不備 (６)

【意見】 

 経営評価書には退職金などの退職給付支出を記載する欄があるが，出資団体は賞与や法定福利

費などの退職給付支出ではないものも含めて集計していたため，数値が実態と大きく乖離してい

た。 

 例えば，平成21年度における退職金の支給実績はなかったが，経営評価書の退職給付支出の数

値は，90,528千円となっていた。 

 出資団体は経営評価書において算出される指標の内容を正確に理解し，所管課及び出資団体指

導室は検証の有効性を確保し，経営評価システムが適切に機能するように努める必要がある。 

 

 大洗港区港中央公園の指定管理 (７)

【意見】 

 出資団体は大洗港区港中央公園の指定管理者となっているが,大洗港区港中央公園に隣接する

大洗マリンタワーは大洗町が指定管理者に選定されている。 

 もともと大洗港区港中央公園は休泊緑地,大洗マリンタワーは観光施設として整備されたとい

う経緯があり,所管課も前者が港湾課,後者が観光物産課と異なっているが,近年は一体利用され

ている場合も多いとのことである。 

 このような状況であれば,両施設を一体的に管理することを指定管理の条件に加えることで両
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施設の指定管理料の合計額を削減できる可能性があるのではないかと考える。 

 

 大型商業施設用地の貸付けにかかる預り保証金 (８)

【意見】 

大型商業施設用地の貸付けにかかる預り保証金が15億円ある。事業用定期借地契約期間が平成

９年８月から20年間であり，契約終了の平成29年８月に15億円を返還する必要が生じる。返還

原資と考えられる投資有価証券は約４億円及び定期預金２億円であるため，今後，多額の資金手

当てを行わなければならないことから，資金計画を策定するよう努める必要がある。 

 

 県準拠の給与体系 (９)

【意見】 

出資団体職員の給与基準並びに昇格の基準等について県準拠である。全般的事項の【意見】に記載

の通り，出資団体は職員の給与体系のあり方を検討すべきである。 

 

 コンプライアンス規程等 (１０)

【指摘】 

 コンプライアンスに関する規程やマニュアルが整備されていない。 

 コンプライアンスの関連規程を整備する必要がある。 

 

 出資法人等指導監督基準に基づく報告徴収事項 (１１)

【指摘】 

所管課は出資団体に対し監事の行う監査結果及び講じた措置状況を報告させる必要がある（出

資法人等指導監督基準第９エ）とされ,同時に,出資団体の監事は,少なくとも半年に１回以上内部

監査を実施し,必要な措置を講じなければならない（出資法人等指導実施要領第 12）とされてい

ることから,所管課は少なくとも年２回の監事監査結果報告を求める必要があるが,年度末の監査

報告のみしか報告を受けていない。 

 所管課は出資法人等指導監督基準及び同実施要領に基づき少なくとも年２回は監事監査報告を

受ける必要がある。 

 

 

４ 過年度の包括外部監査報告書及びそれに対する措置 

 出資団体は過年度において包括外部監査の対象となっていない。 
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XIV 茨城県土地開発公社 

１ 出資団体の事業 

 出資団体の概要（平成24年４月１日現在） (１)

① 所在地 茨城県水戸市笠原町978番25 

② 設立根拠 公有地の拡大に関する法律（公拡法）（昭和47年法律第66号）第10条 

③ 設立目的 
公共用地,公用地等の取得,管理,処分等を行うこと等により,地域の秩序

ある整備と県民福祉の増進に寄与する。 

④ 事業内容 

（公拡法第17条に規定される業務） 

・道路,公園,河川その他の公共施設又は公用施設の用に供する土地の取

得,造成その他の管理及び処分 

・公拡法に基づき申出等があった土地の取得,管理及び処分 

・市街地開発事業の用に供する土地の取得,管理及び処分 

・国,地方公共団体等の委託に基づく土地の取得のあっせん,調査,測量等 

⑤ 所管部課 
土木部 都市局都市計画課 

（企画部つくば・ひたちなか整備局つくば地域振興課） 

⑥ 出資状況 茨城県 30,000千円（100%） 

⑦ 
設立年月日 

沿革 

平成２年４月19日 茨城県土地開発公社の設立 
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⑧ 組織機構 （平成24年４月１日現在） 
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 出資団体の本部等の写真 (２)

本部概観（茨城県開発公社ビル） ひたちなか市新光町27番１ 

  

  

ひたちなか市新光町39番 東茨城郡茨城町桜の郷3114番８ 

  

  

桜の郷案内看板 東茨城郡茨城町桜の郷3263番３ほか（未造成） 
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 出資団体の決算数値及び県財政関与状況の推移 (３)

 

 

  

（単位：千円）

売上高
うち公益目的事業収入
うち自主事業収入
うち収益事業収入

売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費

（うち役員人件費）
（うち職員人件費）

営業損益金額
営業外収益
営業外費用
経常損益金額
特別利益
特別損失
法人税等
当期純損益金額
繰越利益剰余金

資産
流動資産
固定資産
繰延資産

負債
流動負債
（うち短期借入金）
固定負債
（うち長期借入金）

純資産
出資額（出捐額）
利益剰余金

補助金
委託料
その他
計

再委託費

損失補償・債務保証契約に係る債務残高
借入金残高
計

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度

損
益
の
状
況

8,854,025 4,749,648 5,048,114
8,854,025 4,749,648

7,815,121 3,629,389 3,847,217
1,038,904 1,120,259 1,200,897

5,048,114
－ － －
－ － －

69,373 50,110 50,037
989,988 1,083,606 1,171,025

48,916 36,653 29,872
4,392 3,447 3,458

994,322 1,086,924 1,173,908
0 3,649,849 0

4,879 3,731 3,348
545 413 465

△ 2,655,609 4,457,385 1,126,092

△ 7,996,938 △ 3,539,553 △ 2,413,461

3,649,849 279,306 47,734
82 82 82

0 0 0
39,385,823 28,528,259 24,437,058

貸
借
対
照
表

31,418,886 25,018,706 22,053,597
26,556,654 20,156,583 16,652,821
4,862,232 4,862,123 5,400,776

32,670,690 17,835,661 16,006,093
32,484,565 17,649,535 15,754,375

6,715,133 10,692,598 8,430,965
5,833,000 10,364,700 8,306,113

県
財
政
関
与
状
況

972,000 972,000 972,000
4,541,528 3,206,907 2,871,332

△ 7,966,937 △ 3,509,553 △ 2,383,461
30,000 30,000 30,000

0 0 0

5,513,528 4,178,907 3,843,332

△ 7,996,937 △ 3,539,553 △ 2,413,461

21,378,463 14,674,562 13,695,542

38,500,153 28,209,530 24,060,488

3,341 1,173 0
17,121,690 13,534,968 10,364,946
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 出資団体の主な経営指標の推移 (４)

 

 

  

経営指標

財政支出依存度
・県財政支出計÷(売上高+営業外収益+特別利益)

経常収支比率
・経常収益÷経常費用

販売管理費率
・販売費及び一般管理費÷売上高

人件費比率
・(役員人件費+職員人件費)÷売上高

再委託比率
・再委託費÷県財政支出計

一人当たり売上高
・売上高÷(役員数＋職員数)

自己資本利益率
・当期純損益金額÷純資産

総資産回転率
・売上高÷資産

流動比率
・流動資産÷流動負債

自己資本比率
・純資産÷資産

借入金比率
・(短期借入金+長期借入金)÷(負債+純資産)

理事等一人当たり退任慰労金
・理事等支給退任慰労金合計÷支払人数

監事等一人当たり退任慰労金
・監事等支給退任慰労金合計÷支払人数

職員一人当たり退職金
・職員支給退職金÷支給人数

理事会等理事出席率(※)
・(理事会等出席理事)÷(参加可能理事数)

理事会等監事出席率(※)
・(理事会等出席監事)÷(参加可能監事数)

評議員会評議員出席率(※)
・(評議員会等出席評議員)÷(参加可能評議員数)

(※)出席率は本人出席率である。代理人出席，委任状による出席及び書面持ち回り会議を含ま
ない。

－ －

50.0% 100.0% 50.0%

83.3% 90.0% 90.0%

－ － －

－ － －

－ － －

122.0% 112.0% 109.1%

△25.4% △14.0% △10.8%

395.5% 188.5% 197.5%

28.2% 19.0% 22.9%

千円 千円 千円
33.3% △127.0% △47.2%

491,890 339,261 360,580

0.1% 0.0% 0.0%

0.8% 1.1% 1.1%

0.6% 0.8% 0.6%

112.6% 129.6% 130.3%

平成21年度 平成22年度 平成23年度
62.2% 49.7% 76.1%
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 出資団体の役職員数等の推移 (５)

 

  

専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計

常勤理事 0 1 2 3 0 0 2 2 0 0 2 2

非常勤理事 0 4 0 4 0 3 0 3 0 3 0 3

　理事　計 0 5 2 7 0 3 2 5 0 3 2 5

常勤監事 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非常勤監事 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1

　監事　計 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1

　計 0 6 2 8 0 4 2 6 0 4 2 6

有給理事平均報酬

有給監事平均報酬

人数 人数 人数

理事退任慰労金合計 0 0 0

監事退任慰労金合計 0 0 0

管理職 0 2 0 2 0 1 0 1 0 1 0 1

一般職 0 5 0 5 0 5 0 5 0 5 0 5

嘱託・臨時職員等 3 0 0 3 2 0 0 2 2 0 0 2

　計 3 7 0 10 2 6 0 8 2 6 0 8

職員平均報酬

人数 人数 人数

職員退職金支給額合計 0 0 0

※専属下記の派遣またはOBを除く出資団体専属の職員

派遣県の現役職員で出資団体に派遣されている者

OB 県を退職した職員で出資団体に再就職した者

0千円 0千円 0千円

職
員

5,654千円 5,548千円 5,521千円

支給額 支給額 支給額

0千円 0千円 0千円

平成21年度 平成22年度 平成23年度

役
員

1,233千円 1,525千円 1,528千円

0千円 0千円 0千円

支給額 支給額 支給額

0千円 0千円 0千円
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２ 出資団体との契約等 

 出資団体に対する補助金 (１)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の補助金を受け取っている。 

県担当課 事業名 事業の概要 金額 

都市計画課 茨城県土地開発公社経営支援補

助金 

平成17年度決算で計上

した債務超過解消に係

る補助 

972,000千円 

合計 972,000千円 

 

 出資団体に対する委託料 (２)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の委託料を受け取っている。 

県担当課 事業名 事業の概要 金額 

長寿福祉課 やさしさのまち桜の郷用地

取得事業 

桜の郷用地取得 1,086,994千円 

道路建設課 公共用地取得事業 国道及び県道整備に係る用

地先行取得 

734,239千円 

道路維持課 公共用地取得事業 国道整備に係る用地先行取

得 

6,429千円 

公園街路課 公共用地取得事業 街路及び公園整備に係る用

地先行取得 

1,010,517千円 

河川課 公共用地取得事業 河川整備に係る用地先行取

得 

33,153千円 

合計 2,871,332千円 

 

 出資団体が指定管理者に選定されている公の施設 (３)

 出資団体は平成23年度において,県の公の施設の指定管理者に選定されていない。 
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 出資団体に対する貸付金（平成24年３月31日現在） (４)

① 茨城県土地開発公社経営健全化対策長期貸付金 

 貸 付 金 13,695,542千円 

 貸付期間 10年 

 貸付利率 無利子 

 償還方法 随時 

 そ の 他 保有土地に係る資金 

 

② 平成23年度茨城県土地開発公社経営支援資金 

 貸 付 金 3,889,000千円 

 貸付期間 1年 

 貸付利率 無利子 

 償還方法 満期一括 

 そ の 他 債務超過対策に係る資金。県への返済資金を年度末に市中の金融機関からオーバー

ナイトローンとして借入し返済するため平成24年３月31日現在で県からの貸付残

高はない。 

 

③ 平成23年度茨城県土地開発公社代行用地事業資金貸付金 

 貸 付 金 4,644,106千円 

 貸付期間 1年 

 貸付利率 無利子 

 償還方法 満期一括 

 そ の 他 代行用地の保有土地対策に係る資金。県への返済資金を年度末に市中の金融機関か

らオーバーナイトローンとして借入し返済するため平成24年３月31日現在で県か

らの貸付残高はない。 

 

 出資団体に対する債務保証又は損失補償（平成24年３月31日現在） (５)

 出資団体は平成23年度において,県から以下の債務保証を受けている。 

債務保証額 12,000,000千円  
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３ 指摘又は意見 

 ひたちなか地区完成土地の処分について (１)

【意見】 

 出資団体は,県よりひたちなか地区の造成土地を購入し,これを完成土地として保有,処分を進

めている。平成17年度に１億円,平成21年度に24億円の土地評価損を計上しているが,平成23

年度においては,ひたちなか地区の完成土地の評価損は34百万円となっており,売却額は686百万

円,売却面積は17,599㎡となっている。また,事業用定期借地権による賃貸を15,000㎡行い、こ

れまでに32.2haの売却・賃貸が行われている。一方,平成23年度末の時点で,売却・賃貸に供さ

れていない完成土地は23.7haである。 

 売却や賃貸に供されていない土地については,県からの借入資金等の固定化や,地価下落による

損失の発生可能性など,リスクを抱えている状態にあり,特に新たな評価損が発生した場合には,

出資団体の財政状態を悪化させ,県民への負担を増大させる事になりかねない。 

出資団体及び県は,ひたちなか地区の完成土地について,計画に基づき,販売（又は定期借地権に

よる賃貸）を順次進めていく事,策定した計画と実績に差異がある場合については,原因の分析を

行い,その後の計画に反映させる事が必要である。また,企業のニーズに応じて,定期借地権による

賃貸についても引き続き積極的に推進していく事が必要である。 
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（ひたちなか地区完成土地の概要：パンフレット「茨城県の優良土地情報」より） 
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194 

 

 やさしさのまち「桜の郷」整備事業に係る用地取得について (２)

 やさしさのまち「桜の郷」整備事業に係る用地取得は,平成８年度に事業用地55ヘクタールを

対象として,用地費142億円で開始したものであり，出資団体が県から委託を受け用地取得交渉等

を行って県に土地の所有権を取得させる事務である。この事務は，出資団体が民間の金融機関か

ら調達した資金で元の地権者に支払いを行う点では通常の公共用地取得事業と同様であるが，所

有権が元の地権者から出資団体を経由せずに直接県に移転する点で通常の公共用地取得事業とは

性格が異なっている。土地開発公社経理基準要綱（昭和54年自治政第136号）では，出資団体が

県に所有権を取得させた土地を「代行用地」として表示すること，及び，通常の公共用地取得事

業によって出資団体が取得した土地を「公有用地」として表示することが規定されているが，同

じ「用地」という名称でありながら後者が土地そのものであるのに対し，前者は県に対する債権

である。 

 この事務は，県が取得した土地を処分してその売却代金をもって資金を償還する仕組みとなっ

ており（委託料として償還），当初は平成16年度までに県から出資団体への資金の償還が完了す

る計画となっていた。しかし予定外の遺跡発掘調査に多大な時間を要し造成工事が遅延したため，

当初の償還期限である平成16年度には用地費を134億円に減額するとともに償還期限を10年延

長して平成26年度までとする改定がなされた（用地費については平成10年度にも136億円に減

額されている。）。 

 その後,土地の処分による償還は計画通りに進まなかったため，県議会（県出資団体等調査特別

委員会等）の承認を経て,平成21年度末現在の未償還額67億90百万円のうち42億90百万円に

ついては土地の処分状況にかかわらず毎年度一定額を償還する方針に転換し，平成22年度から平

成26年度まで毎年８億60百万円（平成26年度のみ８億50百万円）を償還することとした。な

お，残額の25億円については従前のとおり土地の処分によって償還する計画となっている。 

 この方針転換は平成22年９月に実行され，この際に県の一般財源を投入して，委託料８億60

百万円と単年度貸付金により出資団体が民間の金融機関から調達した借入金を返済している。 

【意見】 

 方針転換時に策定した改革工程表に基づく土地の処分実績は，平成22年度は計画値0.8haに対

し1.4haと目標を達成しているが,平成23年度は計画値2.2haに対し0.6haにとどまっており,

平成23年度末現在における未処分地は20.7haである。 

 償還実績も同様で,平成22年度は計画値２億80百万円に対し４億30百万円と目標を達成して

いるが,平成23年度は計画値８億円に対し２億27百万円にとどまっており,平成23年度末現在に

おける土地の処分によって償還する金額の残額は18億43百万円である。 

 以上の状況を踏まえ,今後平成26年度までに償還を完了するために土地の処分及び償還に係る

計画の実現可能性について改めて見直しを行う必要がある。 
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（桜の郷の概要：パンフレット「茨城県の優良土地情報」より） 
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 代替地の処分 (３)

 出資団体は平成23年度末現在,一般公共部門で6,113.62㎡,新線関連部門で77,135㎡の公共用

地の代替地を保有している。 

 保有している代替地の取得年度は一般公共部門が平成３年度から平成６年度,新線関連部門が

平成３年度から平成５年度となっており,取得から20年以上が経過している土地もある。 

 処分が進まない要因として,保有代替地がすべて市街化調整区域内に所在しており利便性が極

めて低いこと，また,代替地を取得できるのは公共事業用地提供者の場合並びに学校等の教育文化

施設,病院,社会福祉施設などの建設用地及び住宅用地の場合に限られること，などが挙げられる。 

 出資団体は,ホームページへの掲載,パンフレットの製作配布,紹介手数料制度の活用などによ

り代替地の処分に努めているところであるが,ホームページへの一部土地の掲載漏れや新線関連

部門の土地案内パンフレットには一般公共部門の代替地が掲載されていないなど，一部徹底され

ていない面が見受けられた。 

【意見】 

 代替地の処分する手段は限られているのであるから,可能な限り処分機会の拡大を図り,部門横

断的に処分を促進するべきである。 

 

 理事会議事録の記載事項 (４)

【指摘】 

 出資団体の理事会議事録を閲覧したところ,議案の表題が記載されていなかった。 

 出資団体の説明では,理事会議事録には議案書を添付しており,議案書を参照すれば議案の表題

を把握することができるため記載していなかったとのことである。 

 確かに議案の詳細な内容については議案書を参照することになるが,少なくとも議案の表題は

理事会議事録そのものに記載しておかないと,理事会議事録それ自体からは一体何を決議したの

かさえ把握することができない。 

 理事会議事録には議案の表題を記載すべきである。 

 

  



198 

 

 会計規程の不備 (５)

【指摘】 

 出資団体は「茨城県土地開発公社会計規程」を定めているが,この会計規程には一部不備が認め

られた。 

 例えば,会計規程第13条及び第14条には,勘定科目及び帳簿の様式については理事長が別に定

める旨が規定されているが,実際には勘定科目及び帳簿の様式は定められていなかった。 

 また,会計規程第 28条には作成すべき決算書類が規定されているが,実際には作成されていな

い剰余金処分計算書又は欠損処分計算書が記載され,逆に,実際に作成しているキャッシュ・フロ

ー計算書は記載されていなかった。 

 さらに,固定資産の計上基準について,一般的には法人税法の規定により減価償却の対象となる

100千円以上とされている場合が多く,出資団体も運用上はそのようにしているが,会計規程等に

おいて定めがなかった。 

 会計規程を実態に合致するように改訂し,これを遵守すべきである。 

 

 土地開発公社経理基準要綱の遵守 (６)

【指摘】 

 出資団体に適用する会計基準として土地開発公社経理基準要綱（昭和54年自治政第136号）が

定められている。 

 しかし,貸借対照表において前期繰越損失として表示すべきものを前期繰越準備金として表示

している,キャッシュ・フロー計算書において投資活動によるキャッシュ・フローの「項」を記載

していないなど,一部要綱に従っていない処理が行われていた。 

 要綱の遵守を徹底すべきである。 

 

 内容不明の残高 (７)

【指摘】 

 出資団体の平成 23年度末の貸借対照表及び財産目録において計上されている未払金と預り金

の内訳には,マイナスの不明額が含まれていたが,平成23年度の決算が承認された平成24年５月

時点では内容不明の状態であった。 

 往査した平成24年11月時点では概ね原因究明は完了しており,未払金のマイナス残高47千円

は過年度の費用の計上もれ,預り金のマイナス残高71千円は過年度の源泉所得税の過誤納とのこ

とであった。 

 原因究明に時間を要したのは,マイナス残高の発生が過年度であったためであるが,逆に言うと,

過年度においては毎年度末に各科目残高の内訳を把握していなかったということである。 

 貸借対照表及び財産目録に内容不明の残高が計上されることのないよう,適正な事務処理に努

めるべきである。 
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 内部取引の消去 (８)

【指摘】 

 出資団体の貸借対照表には投資その他の資産に繰出金として15,174千円が,固定負債に繰入金

として同額の15,174千円が計上されていた。 

 出資団体にこの内容を確認したところ,一般公共部門から新線関連部門に資金を移動したもの

であるとのことであった。 

 確かに一般公共部門から新線関連部門への資金移動は両部門間の貸し借りと考えることもでき

るが,出資団体全体で考えれば内部取引に過ぎないため,繰出金と繰入金は相殺する必要があり,

貸借対照表に計上すべきではない。 

 

 理事の解任登記 (９)

【意見】 

 出資団体の非常勤理事は県の一定の役職にある者が兼務するいわゆる「充て職」となっている。

このうち,出資団体の副理事長は県の土木部長,出資団体の専務理事は県の企画部長が充てられて

いるが,平成20年度末に土木部長と企画部長の退任に伴って出資団体の理事を退任した際の登記

が辞任ではなく解任とされていた。 

 これは,役員変更登記を司法書士に委嘱する際に,県知事の「願により職を解く」という記載が

ある辞令を提出したが,司法書士が誤って辞任ではなく解任として登記申請してしまったことが

原因とのことである。 

 出資団体の定款は解任について規定していないが,公有地の拡大の推進に関する法律第16条第

３項に規定されている解任事由は存在していないことから,これは錯誤による登記であると考え

られるため是正すべきである。 

 

 出資法人等指導監督基準に基づく報告徴収事項 (１０)

【指摘】 

 所管課は出資団体に対し監事の行う監査結果及び講じた措置状況を報告させる必要がある

（出資法人等指導監督基準第９エ）とされ,同時に,出資団体の監事は,少なくとも半年に１回以上

内部監査を実施し,必要な措置を講じなければならない（出資法人等指導実施要領第 12）とされ

ていることから,所管課は少なくとも年２回の監事監査結果報告を求める必要があるが,年度末の

監査報告のみしか報告を受けていない。 

 所管課は出資法人等指導監督基準及び同実施要領に基づき少なくとも年２回は監事監査報告を

受ける必要がある。 
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４ 過年度の包括外部監査報告書及びそれに対する措置 

 出資団体が過年度において包括外部監査の対象となった年度及びそのテーマは次のとおりであ

る。 

年度 テーマ 

平成11年度 茨城県が保有する公有財産（特に未利用地および賃貸不動産）の管理 

過年度の包括外部監査の指摘に対して,現在までに措置されていない事項はない。 
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XV 公益財団法人 茨城県企業公社 

１ 出資団体の事業 

 出資団体の概要（平成24年４月１日現在） (１)

① 所在地 水戸市笠原町９７８－２５ 

② 設立根拠 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律 

③ 設立目的 

県行政及び公営企業の円滑な推進を支援するため,安全・安心な水の安定

供給に資する浄水場等の運転管理及び水道の普及啓発を行うほか,地域

振興に資する事業を行い,もって県土の均衡ある発展と県民福祉の向上

に寄与することを目的とする。 

④ 事業内容 

１ 水道事業（公１事業） 

（１）浄水場等の運転管理事業 

（２）水道普及促進・水質浄化啓発事業 

２ 地域振興事業（公２事業） 

  ヘリポート及び格納庫の管理業務 

⑤ 所管部課 茨城県企業局 総務課 

⑥ 出資状況 
基本財産   ４０,０００千円 

うち県出資額 ３０,０００千円 （７５％） 

⑦ 
設立年月日 

沿革 

平成 ２年６月２９日 設立許可 
平成２４年３月３０日 茨城県より公益財団法人として認定 
平成２４年４月 １日 公益財団法人茨城県企業公社として移行登記 
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⑧ 
公益認定・認可

手続きの状況 
平成24年３月30日公益認定 

⑨ 組織機構 
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 出資団体の事業所の写真 (２)
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 出資団体の決算数値及び県財政関与状況の推移 (３)

 

（単位：千円）

一般正味財産増加額

経常収益

基本財産運用益

事業収入

受取補助金等

その他収益

経常外収益

一般正味財産減少額

経常費用

事業費

管理費

（うち役員人件費）

（うち職員人件費）

経常外費用

一般正味財産増減額

指定正味財産増加額

指定正味財産減少額

指定正味財産増減額

正味財産期末残高

資産

流動資産

固定資産

負債

流動負債

（うち短期借入金）

固定負債

（うち長期借入金）

正味財産合計

出資額

剰余金（繰入金を含む）

補助金

委託料

その他

計

再委託費

損失補償・債務保証契約に係る債務残高

借入金残高

計

区分 平成21年度 平成22年度 平成23年度

0 0 0

0 0 0

1,127,375 1,132,768 1,200,508

1,127,166 1,133,927 1,199,591

1,991 747 1,111

125,350 115,047 130,129

6,752 6,179 6,841

1,127,295 1,132,768 1,200,447

1,001,945 1,017,721 1,070,318

2,206 2,046 260

192 115 40

1,011,172 1,016,079 1,081,399

80 0 61

資
産
・
負
債
・
純
資
産

326,896 342,389 347,392

92,337 104,969 94,163

192 115 40

0 0 0

正
味
財
産
増
減
計
算
書

1,129,581 1,134,814 1,200,768

1,129,581 1,134,814 1,200,768

424 140 66

234,559 237,420 253,229

207,080 220,527 225,270

119,816 121,862 122,122

135,032 135,689 134,165

1,728

0 0 0

72,048 84,838 91,105

0 0 0

30,000 30,000 30,000

79,816 81,862 82,122

119,816 121,862 122,122

県
財
政
関
与
状
況

0 0 0

1,127,166 1,133,927 1,199,591

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

1,127,166 1,133,927 1,199,591

1,004 1,568
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 出資団体の主な経営指標の推移 (４)

 

経営指標

財政支出依存度

・県財政支出計÷経常収益

経常収支比率

・経常収益÷経常費用

管理費率

・管理費÷経常収益

人件費比率

・(役員人件費+職員人件費)÷経常収益

再委託比率

・再委託費÷県財政支出計

一人当たり事業収入

・事業収益÷(役員数+職員数) 千円 千円 千円

自己資本利益率

・一般正味財産増減額÷正味財産

総資産回転率

・経常収益÷資産

流動比率

・流動資産÷流動負債

自己資本比率

・正味財産÷資産

借入金比率

・(短期借入金+長期借入金)÷(負債+正味財産合計)

理事等一人当たり退任慰労金

・理事等支給退任慰労金合計÷支払人数

監事等一人当たり退任慰労金

・監事等支給退任慰労金合計÷支払人数

職員一人当たり退職金

・職員支給退職金÷支給人数

理事会等理事出席率

・(理事会等出席理事)÷(参加可能理事数)

理事会等監事出席率

・(理事会等出席監事)÷(参加可能監事数)

評議員会評議員出席率

・(評議員会等出席評議員)÷(参加可能評議員数)

(※)出席率は本人出席率である。代理人出席，委任状による出席及び書面持ち回り会議を含ま
ない。

66.7% 75.0% 66.7%

33.3%

－ － －

－ － －

698 779 842

57.1%

33.3% 50.0%

52.4% 50.0%

128.2% 123.7%

90.1%

331.4%

－ －

90.1% 90.6%

0.1% 0.1% 0.1%

平成23年度

11.1% 10.1% 10.8%

100.2% 100.2% 100.0%

0.0%

35.6% 35.2%

103.4%

36.7%

345.7%

1.8% 1.7% 0.2%

345.5%

0.0% 0.0%

－

平成21年度

99.8% 99.9% 99.9%

平成22年度
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 出資団体の役職員数及びその給与・退職金の状況,県職員派遣の状況等の推移 (５)

 

 

  

専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計 専属派遣 OB 計

常勤理事 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1

非常勤理事 4 2 0 6 4 2 0 6 4 2 0 6

　理事　計 4 2 1 7 4 2 1 7 4 2 1 7

常勤監事 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非常勤監事 1 1 0 2 1 1 0 2 1 1 0 2

　監事　計 1 1 0 2 1 1 0 2 1 1 0 2

　計 5 3 1 9 5 3 1 9 5 3 1 9

有給理事平均報酬(年額)

有給監事平均報酬(年額)

人数 人数 人数

理事退任慰労金合計 0 0 0

監事退任慰労金合計 0 0 0

管理職 0 2 2 4 0 0 4 4 0 0 5 5

一般職 52 0 3 55 52 0 4 56 52 0 3 55

嘱託・臨時職員等 159 0 0159179 0 0179187 0 0187

　計 211 2 5218231 0 8239239 0 8247

職員平均報酬(年額)

人数 人数 人数

職員退職金支給額合計 20 12 20

※専属下記の派遣またはOBを除く出資団体専属の職員

派遣県の現役職員で出資団体に派遣されている者

OB 県を退職した元職員で出資団体に再就職した者

平成21年度 平成22年度 平成23年度

役
員

5,972千円 5,316千円 5,797千円

0 0 0

支給額 支給額 支給額

0 0 0

0 0 0

職
員

4,000千円 3,644千円 3,716千円

支給額 支給額 支給額

13,956 9,352 16,832


